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第 21 回全国大会（国際開発学会 
20 周年記念大会・早稲田大学）の 
ご案内と自由論題発表・ポスター 
セッション・企画セッションの募集 
 
第 21 回全国大会実行委員会 
勝間  靖（実行委員長） 
黒田 一雄（事 務 局 長） 
島﨑 裕子（事務局次長） 
牧野 冬生（事務局次長） 
 
来たる 2010 年 12 月 4 日（土）、5 日（日）、国際開発
学会第 21 回全国大会を早稲田大学（東京都新宿区）に
て開催することになりました。今回は学会設立 20 周年
の記念すべき大会となります。会員の皆様方の積極的な
ご参加を実行委員会一同、心からお待ち申しあげており
ます。 
自由論題発表、ポスターセッション、企画セッション
を下記の通り募集しております。下記詳細をご覧のうえ
8 月 23 日（月）までに奮ってご応募くださいますようお
願い申し上げます。 
記 
1. 大会日程及び開催場所 
日程：2010 年 12 月 4 日（土）、5 日（日） 
会場：早稲田大学早稲田キャンパス 大学院アジア太
平洋研究科（19 号館西早稲田ビルディング：
http://www.waseda.jp/gsaps/）及び国際会議場 
地図：http://www.waseda.jp/jp/campus/waseda.html 
2. 大会ウェッブサイトへのアクセス 
http://www.jasid.org/ （大会 HP は現在準備中です） 
3. 自由論題発表／ポスターセッション／企画セッショ
ン申込み方法 
⑴ 自由論題発表／ポスターセッション／企画セッショ
ンの申込み： 8 月 23 日（月）締切（必着） 
今回の発表申し込みは、国際開発学会のホームページ
（http://www.jasid.org/）から申込みして頂くことにな
ります。準備ができ次第、広報委員会のメーリングリス
ト等でお知らせしますので、しばらくお待ちください。 
⑵ 発表原稿（報告論文集掲載用）提出： 10 月 4 日（月）
締切（必着） 
事務局から報告プログラム確定について通知があった
場合、所定の形式で原稿をワープロで作成し、その電子
ファイル（※）を jasid20waseda@list.waseda.jp 宛に
お送りください。その際、E-mail の件名を「国際開発学
会第 21 回全国大会○○原稿」（○○には自由論題、ポスタ
ーセッション、企画セッションのいずれかを記載）とし
てください。レイアウトの崩れ等を心配される場合は、
PDF ファイルに加工してお送りいただくか、ハードコピ
ーを下記までお送りいただくことをおすすめします。 
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※MS word または PDF ファイルのみ可。図表・写真は
ファイルに貼りこみ完全版下の状態にしてください。 
※自由論題発表の持ち時間は 30 分（発表 20 分／質疑 8
分／交代 2 分)と想定して下さい。 
【原稿送付先】 
▼電子ファイル送付先： jasid20waseda@list.waseda.jp 
国際開発学会第 20 回全国大会実行委員会 
     事務局次長 島崎裕子 行 
▼ハードコピー送付先： 
〒169-0051  東京都新宿区西早稲田 1－21－1 
早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 
    国際開発学会第 21 回全国大会実行委員会 
    事務局次長 島崎裕子 行 
 
学会誌編集委員長からのメッセージ 
「投稿で改善しよう学会誌」 
 
   学会誌編集委員長 
鈴木 紀（国立民族学博物館） 
 
『国際開発研究』編集長（正確に
は学会誌編集委員長）に就任して
１年半あまり、すでに３号分の編
集作業を経験しました。学会誌の
発行は、まさに学会活動の根幹で 
す。『国際開発研究』誌をより説得力のあるメディアにし
ていくことが私の使命だと思っています。そのためには、
会員の皆さんからの積極的な投稿と、編集委員会による
良質な査読の実施が不可欠だと考えます。 
 『国際開発研究』誌は年間２号発行されていますが、
誌上に掲載できる論文数は、最大 20 本程度です。これ
では約 1800 人の会員の内、ごく一部の方の研究しか紹
介できていないことになります。良質の論文がたくさん
集まれば、ページ数を増やしてもっと掲載することも可
能です。ちなみに年間の投稿論文数は 30 本程度です。
私は、この数字にも少し寂しさを覚えます。ですから一
人でも多くの会員の皆さんに、積極的な論文の投稿をお
願いします。 
 投稿した論文は、もれなく査読対象となります。実は、
投稿論文が無修正でそのまま誌面に掲載されるというこ
とはめったにありません。誌面に掲載される大半の文章
は、査読結果を踏まえ、軽微な修正であれ、大幅な書き
直しであれ、投稿者が何らかの「再考」をした結果です。
投稿者の中には、厳しい査読結果に不愉快な思いをする
方がいるかもしれません。しかし査読は、投稿者が自身
の議論をより明瞭にする重要な契機であり、またその結
果、読者の理解が深まることになるので、全会員に利益
をもたらす活動です。どうか査読の意義をご理解いただ
きたいと思います。 
 これまで何本もの論文を査読し、また職務上、他の査
読者の議論にも耳を傾けてきたため、「説得力のある」論
文にはいくつかの条件があることに気づいています。以下
に述べる３点は、論文が採択されるための必須条件ではあ
りませんが、投稿の際に留意していただきたい事項です。 
 第１に、多様な研究領域の専門家を読者として想定し
ていることです。もちろん論文の主題は、自分の専門に
関する精緻な議論でかまわないのですが、その議論が国
際開発研究という広範な領域の中のどこに位置づけられ
るのかを意識しておいてほしいと思います。いきなり自
分の専門の話を始めるのではなく、多くの会員が知って
いる先行研究や政策課題などに言及して、専門外の読者
にも親しめるような序論を書いてください。 
第２に研究のオリジナリティです。私はとくにデータ
に着目します。まず先行研究の方法論を批判的に検討し、
その検討に基づいてデータの種類と収集方法が判断され
ていることが重要です。既存のデータを活用する場合で
も、データの加工や解釈に著者の独自性を出してほしい
と思います。 
そして第３に、細部への注意が行き届いていることで
す。瑣末なこととかもしれませんが、誤字脱字がないこ
と、図表が必要最低限に厳選されており、かつ明確に描
かれていること、そして日本語論文に添付される英文サ
マリーがネイティブチェックを受けていることなどを心
がけてください。こうした点で不備が多い論文は、往々
にして内容も散漫であることが多いものです。 
 『国際開発研究』誌の充実は、会員諸氏と編集委員会
の共同作業です。皆様の熱意に答えるべく学会誌編集委
員会のメンバーは、ボランティアでこの仕事を担当して
います。ご意見、ご要望があれば、journal@jasid.org ま
でお寄せください。 
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20 周年記念特別委員会より 
開発研究の方法論－踏査（フィ
ールドワークを通した調査）の
在り方に関する調査－への協力
のお願い 
 
学会 20 周年記念事業特別委員会 
踏査(フィールド調査)に関する調査 担当委員 
平山 恵（明治学院大学） 
 
20周年記念特別委員会では標記調査を実施してい
ます。 
具体的には、６月30日（水）に国際開発学会の電子媒
体ニュース[JASID-News:00318] で発信されている同
調査票に回答して頂ければ幸甚です。 
万が一、この調査票がお手元に届いておらず、以下ご
説明する調査の対象になるとお考えになる方がいらっし
ゃいましたら、jasid20th@gmail.com にご連絡いただ
くか ★★★★以降の質問・回答部分を切り取って FAX
して頂けましたら幸甚です。 
------------------------------------------------- 
●本調査の目的 
国際開発学会の学会員による発展途上国での踏査（フ
ィールドワークを通した調査）が増え続けています。近
年、現地から「調査疲れ」の悲鳴や「フィードバックの
不在」 の不満を聴くことが少なくありません。また、踏
査についての悩みも耳にします。踏査の現状を把握して、
今後の踏査の質の向上を考える上での資料とすることを
目的に、今回の調査を実施します。この調査の結果は秋
の全国大会で発表し、会員間で検討をしていきたいと思
います。 
 なお、踏査とはここでは「フィールドワークを通した
調査」とし、調査の対象地域、人々に直接介入した調査
のことを指します。介入とは観察や聴き取りなどのこと
を言います。 
●本調査の対象： 
これまで研究を目的に途上国で踏査を行った経験のあ
る方を対象とします。踏査のご経験のない方は、下記ア
ンケート Q0.で「踏査の経験がない」とご回答の上、以
後の質問に回答せずにご返答下さい。なお以下に該当す
る方は、今回のアンケート調査の対象とはなりませんの
で、Q0.で「踏査の経験はあるが、本アンケートの対象
とはならない」にご回答の上ご返答下さい。以後の質問
には回答して頂かなくて結構です。ただし、過去に該当
する踏査を実施した経験がおありの方は、当時の調査に
ついてご回答下さい。 
●該当しない方 
・プロジェクトの実施を目的とした事業前調査としての
踏査 例）JICA や NGO などのプロジェクト立案を
目的に行われる開発調査など 
・現場での調査の全てを第三者に委託して行った方 
 （部分的にでもご本人で実施した方は対象とします） 
●アンケートへの回答方法  
アンケートへの回答方法は２通りあります。 
（どちらの方法を選んで頂いても結構ですが、１.のウ
ェブでの回答は選択クリックさえすれば回答できますの
で、２．の方法よりも短時間で回答できるかと思います。）  
１：下記の URL よりウェブ上でご回答下さい。 
 http://www20.atpages.jp/enqonline/cgi-bin/enq.cgi 
２：本メールの下記本文に回答を記入し 
 jasid20th@gmail.com へ送信下さい。本メールを「返
信」しても上記アドレスへは送信されませんので、ご注
意ください。 
●なお、今回対象となっている方で、昨秋同じ目的での
調査にご協力いただいた方も申し訳ありませんが再度、
ご回答いただければ幸いです。 
 質問がいくつか変更しております。 
○ ここからアンケート本文です。メールでのご回答の
方は以下の問いにお答えください。回答は【  】に
ご記入下さい。 
★★★★（FAX で送る場合はここ以降を切り取り
045-863-2265（平山宛）に送信★ 
Q0. あなたは今回の調査の対象として該当されていま
すか？ 【   】 
1． はい、該当します。 
    ⇒ 以下 Q1.から Q27.の問いにお答え下さい。 
2． いいえ。踏査の経験はありません。 
    ⇒以下の問いには答えず、メールを送信下さい。 
3． いいえ。踏査の経験はあるが、本調査の対象とはな
りません。 
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    ⇒以下の問いには答えず、メールを送信下さい。 
Q0.で「1.該当します」をお答えの方は、以下の Q1.
から Q27.の問いにお答え下さい。 
Q0.で「2.」または「3.」をお答えの方は、以下の問い
には答えず、本メールを 
  jasid20th@gmail.com へ送信下さい。  
◎ なお、過去に複数回の踏査経験がある方は、最も新
しい調査の事例についてお答え下さい。 
国際開発学会 20 周年記念事業特別委員会 
「発展途上国における踏査（フィールドワークを通し
た調査）の在り方 に関する調査」検討部会 
委員： 平山 恵 
委員： 稲葉 久之 
------------------------------------------------- 
Q0. あなたは今回の調査の対象として該当されていま
すか？ 【   】 
1. はい、該当します。 
⇒ 以下 Q1.から Q27.の問いにお答え下さい。 
2. いいえ。踏査の経験はありません。 
⇒以下の問いには答えず、メールを送信下さい。 
3. いいえ。踏査の経験はあるが、本調査の対象とはなり
ません。 
⇒以下の問いには答えず、メールを送信下さい。 
Q0.で「1.該当します」をお答えの方は、以下の Q1.から
Q27.の問いにお答え下さい。 
Q0.で「2.」または「3.」をお答えの方は、以下の問いに
は答えず、本メールを 
jasid20th@gmail.com へ送信下さい。 
◎ なお、過去に複数回の踏査経験がある方は、最も新
しい調査の事例についてお答え下さい。 
国際開発学会 20 周年記念事業特別委員会 
「発展途上国における踏査（フィールドワークを通した
調査）の在り方 
に関する調査」検討部会 
委員： 平山 恵 
委員： 稲葉 久之 
------------------------------------------------- 
Q1. 性別をお答え下さい 【   】 
1. 男性／2. 女性 
Q2. 年齢をお答え下さい 【   】 
1. ～19 歳 
2. 20～24 歳 
3. 25～29 歳 
4. 30～34 歳 
5. 35～39 歳 
6. 40～44 歳 
7. 45～49 歳 
8. 50～54 歳 
9. 55～59 歳 
10. 60～64 歳 
11. 65～69 歳 
12. 70 歳以上 
Q3. 現在の職業をお答え下さい 【    】 
1. 研究職、大学教員 
2. コンサルタント 
3. NGO スタッフ 
4. 政府系職員(国家公務員含む) 
5. 地方公務員 
6. 国際機関職員 
7. コンサルタント以外の民間企業 
8. 大学学部生 
9. 大学院生(修士または博士前期課程) 
10. 大学院生(博士または博士後期課程) 
11. その他 【      】 
Q4. あなたの現在の専門研究分野を教えて下さい 
【   】 
1. 法学 
2. 政治学 
3. 社会学 
4. 経済学 
5. 経営学 
6. 教育学 
7. 心理学 
8. 文化人類学 
9. 理学/化学 
10. 農学 
11. 生物学 
12. 地学 
13. 工学 
14. 情報科学 
15. 農村開発 
16. 医歯薬学 
－ 5 － 
17. 看護、公衆衛生 
18. 環境学 
19. 国際開発学 
20. その他 【     】 
Q5. あなたが行った踏査の目的についてお答え下さい 
【   】 
1. 修士論文 
2. 博士論文 
3. 修士・博士論文以外の学術論文 
4. 報告書、提案書など 
5. その他 【        】 
Q6. 踏査のテーマをお答え下さい 【   】 
1. 経済開発 
2. 保健医療 
3. 環境 
4. ジェンダー 
5. 教育開発 
6. 貧困削減 
7. 平和構築 
8. 市民参加 
9. 農業 
10. 評価 
11. 援助行政 
12. 社会開発 
13. ガバナンス 
14. 参与観察 
15. その他 【     】 
Q7. 踏査を行った年（西暦）、国名、地域、期間、調査
に要した予算、調査を実施した（実施者として参加し
た）人数、調査を行ったときのあなたの年齢をご記入
下さい 
1. 実施した年（西暦） 【   】年 
2. 国名 【      】 
3. 地域【   】 ①農村 ②都市部 ③両方 
4. 期間【        】 
※ 例）2 カ月、3 週間、など 
5．調査に要した予算（概算で結構です。円でお答え下
さい） 
【      】円 
6．調査実施者として参加した人数 【   】人  
7．調査を実施した時のあなたの年齢 【    】歳 
Q8. 踏査を行った場所を選んだ理由をお答え下さい 
【    】 
複数回答の場合は、その他を含め上位 3 つまでお答
え下さい 
1. 調査地に関心があった 
2. 以前、滞在(調査)したことがある 
3. 先行研究が多い 
4. 先行研究が少ない 
5. 教官に勧められた 
6. 仕事で赴任したから(仕事として与えられた) 
7. 知人・友人など調査地に人脈があった 
8. その他 【       】 
Q9. 調査地に入る前にどのような準備をしましたか？ 
【      】 
複数回答の場合は、その他を含め上位 3 つまでお答
え下さい 
1. 指導教官から情報を得た 
2. 大使館に問い合わせた 
3. インターネットで調べた 
4. 文献・論文などで調べた 
5. 以前滞在していたので、既に知っていた 
6. 当該国の日本滞在者から聞き取った 
7. 当該国出身者から聞き取った 
8. 事前情報は収集していない 
9. その他 【       】 
Q10. 踏査の方法を教えて下さい。あてはまるもの全て
選択してください。【       】 
1. 非構造的インタビュー 
2. 半構造的インタビュー 
3. 構造的インタビュー 
4. 質問留置法 
5. グループディスカッション 
6. 観察法(直接、参与) 
7. その他 【       】 
Q11. 調査実施前に、予定している調査方法のトレーニ
ングを受けましたか？ 
あてはまるもの全て選択してください。 【     】 
1. トレーニングは実施していない 
2. 指導教官から 
3. 大学/大学院の講義・演習で 
4. 大学/大学院外の講義・演習で 
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（コンサルタント、NGO、外務省などが主催するも
の等） 
5. 独学で(本などで) 
6. その他 【      】 
Q12. (Q11.で「1.トレーニングはしていない」以外をご
回答の方のみ) 
あなたが受けたトレーニングの内容を教えて下さい 
実施したものについて、全てお答え下さい【    】 
1. 面接法についての理論 
2. 観察法についての理論 
3. 通訳の活用法についての理論 
4. 調査補助者へのトレーニング方法についての理論 
5. アンケート作成法についての理論 
6. PRA（マッピングやカレンダーなど情報収集の手法）
についての理論 
7. PRA（投票法、ランキングなど選択の手法）につい
ての理論 
8. グループディスカッションについての理論 
9. 語学 
10. 調査設定（調査許可、スケジューリングなどを含む
ロジスティック）の理論 
11. 面接法についての演習 
12. 観察法についての演習 
13. 通訳の活用法についての演習 
14. 調査補助者へのトレーニング方法についての演習 
15. アンケート作成法についての演習 
16. PRA（マッピングやカレンダーなど情報収集の手
法）についての演習 
17. PRA（投票法、ランキングなど選択の手法）につい
ての演習 
18. グループディスカッションについての演習 
19. 信頼関係(ラポール)形成についての演習 
20. 総合実地演習（経験のある人の指導のもとで実施す
る） 
21. その他 【       】 
Q13. (Q11.で「1.トレーニングはしていない」とお答え
の方のみ) 
受けたほうが良かったと思う内容について、上位 3
つまででお答え下さい 
【      】 
1. 面接法についての理論 
2. 観察法についての理論 
3. 通訳の活用法についての理論 
4. 調査補助者へのトレーニング方法についての理論 
5. アンケート作成法についての理論 
6. PRA（マッピングやカレンダーなど情報収集の手法）
についての理論 
7. PRA（投票法、ランキングなど選択の手法）につい
ての理論 
8. グループディスカッションについての理論 
9. 語学 
10. 調査設定（調査許可、スケジューリングなどを含む
ロジスティック）の理論 
11. 面接法についての演習 
12. 観察法についての演習 
13. 通訳の活用法についての演習 
14. 調査補助者へのトレーニング方法についての演習 
15. アンケート作成法についての演習 
16. PRA（マッピングやカレンダーなど情報収集の手
法）についての演習 
17. PRA（投票法、ランキングなど選択の手法）につい
ての演習 
18. グループディスカッションについての演習 
19. 信頼関係(ラポール)形成についての演習 
20. 総合実地演習（経験のある人の指導のもとで実施す
る） 
21. その他 【       】 
Q14. 本調査の前に、予備調査を行いましたか 【   】 
1. はい／ 2. いいえ 
Q15. 「Q14.」で「いいえ」とお答えになった方は、そ
の理由を教えて下さい 
複数回答の場合は、その他を含め上位 3 つまでお答
え下さい 【     】 
1. 研究内容を決めるのに時間がかかったから 
2. 国・地域を決定していなかったから 
3. 国・地域を変更したから 
4. 先行研究が十分にあったから 
5. 先行研究はないが、よく知られている方法を使う予
定だったから 
6. 過去に踏査をした場所だったから 
7. 金銭的な余裕がなかったから 
8. 時間的な余裕がなかったから 
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9. 予備調査をすることを始めから検討していなかった 
10. その他 【     】 
Q16. 調査時にあなたが主として用いた言語を教えて下
さい 【    】 
1. アラビア語 
2. 中国語 
3. 英語 
4. スペイン語 
5. フランス語 
6. ロシア語 
7. ポルトガル語 
8. スワヒリ語 
9. その他 【     】 
Q17. 調査言語に対するあなたの理解度はどの程度です
か 【   】 
1. ネイティブレベル 
2. 辞書を使いながらでも通訳を介さず学術的な会話が
できる 
3. 日常会話レベル 
4. 調査に必要なキーワードなら分かる程度 
5. ほとんどわからない 
Q18. 調査に通訳を使いましたか 【    】 
1. はい／2. いいえ 
Q19. (Q18.で「1.はい(通訳を使った)」とお答えになった
方のみ) 
通訳は誰にお願いしましたか 
複数回答の場合は、全てお答え下さい 【    】 
1. 現地の研究者 
2. 現地の学生 
3. 現地のプロ通訳 
4. 現地 NGO 職員 
5. 現地在住の外国人（在住日本人含む） 
6. 職場の同僚・カウンターパート 
7. 現地の友人 
8. 調査地で知り合った現地住民など 
9. その他 【      】 
Q20. (Q18.で「2.いいえ(通訳を使わなかった)」とお答え
の方のみ) 
通訳を使わなかった理由を教えて下さい 
複数回答の場合は、その他を含め上位 3 つまでお答
えください【    】 
1. 自分が使用した言語で十分に理解ができたから 
2. 経済的な理由で通訳を雇えなかったから 
3. 適当な人材が見つからなかったから 
4. その他 【       】 
Q21. 通訳以外の面接補助者について教えて下さい 
複数回答の場合は、全てお答え下さい【     】 
1. 通訳以外の面接補助者はいなかった 
2. 現地の調査に詳しい人(研究者や大学教員)がスーパ
ーバイズについた 
3. 対象地に詳しい案内人に補助をお願いした 
4. アンケート調査会社または現地の NGO や学生に依
頼した 
5. 運転手が簡単な面接補助をしてくれた 
6. 職場の同僚やカウンターパートが補助してくれた 
7. 現地在住の日本人 
8. 現地人の友人 
9. その他 【       】 
Q22. (Q21.で「1.面接補助者はいなかった」以外の方の
み) 
現地でお願いした面接補助者への調査トレーニング
についてお答え下さい 【      】  
1. 調査トレーニングは必要だと思ったので、行った 
2. 調査トレーニングは必要だと思ったが、時間がなか
ったので行わなかった 
3. 面接補助者の調査能力が高かったので、調査トレー
ニングは行わなかった 
4. 調査トレーニングをすることを思いつかなかった 
5. 調査トレーニングのスキルを自分が持っていなか
ったので、行わなかった 
6. その他 【     】 
Q23. 調査を通して困ったことがあればお答え下さい 
複数回答の場合は、その他を含め上位 3 位までお答
え下さい 【      】 
1. 自分の使用した言語が現地の方に十分伝わっていた
か分からない 
2. 面接や観察に使える時間が足りなかった 
3. 対象地までの交通状況が悪く、予定を何度も変更し 
 た 
4. 調査することで、現地の人から援助を受けられると
期待された 
5. 問いの内容が伝わっているのか分からない 
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6. 相手が本当のことを話しているのか分からない(信
ぴょう性がない) 
7. その他(具体的な事例を 3 つまでお書き下さい) 
【      】【      】【      】 
Q24. 調査結果をどこかへフィードバックしましたか？ 
【  】 
1. はい／2. いいえ 
Q25. 「Q24.」で「1.はい」とお答えになった方は、ど
のようにフィードバックされましたか？ 
1. フィードバックされた内容 【     】 
2. フィードバックされた方法 【     】 
3. フィードバックされた場所・対象 ( 誰に？ ) 
【     】 
Q26. 今後、調査する人が習得したほうが良いと思う技
術や知識はありますか？ 
以下のうち、当てはまるもの上位 3 つに順位をつけ、
その理由とともにお答え下さい 
番号       理由 
1 位 【     】【            】 
2 位 【     】【            】 
3 位 【     】【            】 
1. 語学 
2. 現地事情 
3. 調査方法 
4. PRA 
5. 通訳の活用方法 
6. 調査補助者へのトレーニング方法 
7. 健康管理方法 
8. その他(具体的な内容と理由を合わせてお答え下さ
い) 
Q27. その他、踏査（フィールドワークを通した調査）
について 
気になることを自由にお書き下さい 
【                    】 
以上 
  ご協力、ありがとうございました。 
国際開発学会 20 周年記念事業特別委員会 
「発展途上国における踏査（フィールドワーク）に関
する調査」検討部会 
委員： 平山 恵 
委員： 稲葉 久之 
JASID-COE（20周年記念事業）の 
ご報告とお礼 
 
20 周年記念事業特別委員会・委員長 
下村 恭民 
 
国際開発学会 20 周年記念事業の一環として、途上国
の若手研究者をパートナーとした若手学会員の国際共同
研究への支援のうち、トップレベルの研究計画に対して
1 件 100 万円までの支援を行う JASID-COE の企画が進
められています。いろいろな方々のご尽力のおかげで進
んでいる現状を、以下にご報告したいと思います。 
学会ホームページを通じて行った公募に対して、さま
ざまな領域から 9 件の応募が寄せられました（うち 1 件
はのちに辞退）。応募の計画概要は 6 月 5 日の第 11 回春
季全国大会（北海道大学）のポスター・セッションに展
示され、それぞれの研究計画について 2 名ないし 3 名の
担当審査委員がヒアリングを行い、詳細な質疑応答を通
じて内容の把握に努めました。同日の夜に、各審査チー
ムの評価結果を持ち寄って審査委員会（委員長：野田真
里 JASID-COE 小委員長）を開き、①独創性、②当該研
究分野での先駆性、③学問的意義、④社会的ニーズ充足
の可能性、⑤目標達成の可能性、研究計画の実現可能性
などの視点から、総合的な検討を行いました。その結果、
3 件を 10 月 16 日に行われる第 2 次審査の対象とするこ
とが決定されました。応募者の方々にはこの結果を通知
済みです。第 2 次審査では、さらに掘り下げたヒアリン
グを実施し、その結果に基づいた最終審査結果
（JASID-COE 採択結果）を、12 月の秋季全国大会（早
稲田大学）でご報告する予定です。 
企画書を読み、応募計画の内容について応募者の方々
と話し合う過程で最も印象に残るのは、それぞれの研究
領域で自分たちのテーマに取り組む若手学会員の、問題
意識と強い意欲と情熱です。多くの研究計画から創意工
夫の努力も伝わってきました。非常に心強く思うととも
に、第 2 次審査への絞り込みの難しさも痛感しました。
改めて応募された方々の熱意に感謝します。また、審査
委員をお引き受けいただいた学会員の方々には、大変な
ご面倒をおかけしていますが、ご尽力に感謝します。 
－ 9 － 
第11回春季大会のセッション報告 
 
第 11 回春季大会実行委員会 委員長   
大崎 満（北海道大学） 
 
平成 22 年 6 月 5 日（土）と 6 日（日）に、第 11 回春
季大会を北海道札幌の北海道大学にて開催致しました。
当期間中は本学で学園祭が行われており、総勢約 210 名
の参加者の皆様には一年間でもっとも賑やかな札幌キャ
ンパスにお迎えすることとなりました。懇親会も約 100
名の方に参加していただき、非常に活発な交流ができま
した。本大会翌日の 6 日は、国際開発学会－CENSUS
共催・市民公開シンポジウム「先住民族漁業と地域開発」
を北海道大学学術交流会館にて執り行い、一般からの参
加者を含め 80 名の参加者を得て無事終了することがで
きました。実行委員会一同、皆様のご参加とご協力に心
より感謝します。 
 今大会では、共通論題セッション（シンポジウム）「日
本からの開発論の再検討」と、上でも触れました国際開
発学会－CENSUS 共催・市民公開シンポジウム「先住
民族漁業と地域開発」を軸に、また個別報告の場として、
自由論題セッション 7、企画セッション 6、院生セッシ
ョン 6、ポスターセッションを設定しました。 
全体を通じて、北海道に根ざした研究や斬新で挑戦的な
研究報告が行われ、フロアーからも活発な議論が展開さ
れており、有意義な大会になりました。 
各セッションにおける報告の概要については、以下に
ございます各座長のセッション報告をご参照ください。 
 
 
 
 
 
共通論題セッション「日本からの開発論の再検討」（座
長、水野正己）は、コメンテータに高橋基樹、ゲストス
ピーカーに森川純の両氏を迎え、つぎの 3 報告とそれに
基づく質疑応答を中心に実施された。ゲストスピーカー
から、本大会の企画セッション「北海道開発の新方向―
非持続性から持続可能な発展へ」および「北海道(アイヌ
モシリ)開発とアイヌ民族」の概要が紹介された。北海道
開発を日本の開発経験の重要な要と位置づけた本大会の
意義を窺わせるものがあった。第１報告の木全洋一郎「開
発援助の再検討―技術移転から学びあいへの仕掛け」は、
グローバル化による途上国と先進国地方の疲弊現象を手
がかりにして、開発課題の同時代性を指摘し、地方開発
の中心化および地域開発の「主体」間の学びあい・連携
の必要性を提起した。第２報告の平木隆之「北海道開発
とローカルガバナンスー地域間格差是正から地域自立
へ」は、21 世紀の地方分権化段階の北海道開発を視野に
置き、北海道の歴史性に起因する伝統的コモンズの欠如
の下でのローカルガバナンスの形成を課題として抽出し、
地域自立のための制度的枠組みならびにそこでの政府公
共部門の役割について問題提起を行った。第３報告の山
形辰史「グローバリゼーションの新しい形態と日本・開
発途上国」は、グローバル化の一層の深化および領域拡
大を表象する各種現象を要約し、世界的に生じている所
得格差および地域格差の拡大傾向を指摘した。その上で、
日本はじめ途上国・地域がその流れから置き去りにされ
ることがないよう、必要な対応を強調した。その上で、
日本の財政状況を踏まえた対外援助の一つの方向として
規模に見合った「スマート ODA」論が提起された。以
上の報告を受けた後、本セッションの全体を通じて提起
された日本からの開発論の再検討という大きな課題に対
する研究の提言、方向づけに関するコメントを参加者に
仰いだところ、多くの指摘がなされた。これらの論点が、
本年 12 月に開催予定の全国大会での議論に引き継がれ
ることを期して散会した。 
 
 
 
 
 
 
古来より世界各地の先住民族は日々の糧として、そし
て、四季を織りなす文化のなかに水産資源を利用してき
た。しかし、近代の地域開発は、漁業と密接に結びつい
てきた先住民族の生活様式を変化させつつある。北海道
アイヌ民族の鮭の漁獲を中心とした生活も、例外ではな
い。北海道開拓、そして近代化は、水産利用のみならず、
アイヌ民族の暮らしの隅々に渡って大きな変遷を強いて
きた。本シンポジウムでは、将来的な北海道でのアイヌ
国際開発学会－CENSUS 共催・市民公開シンポジウ
ム 「先住民族漁業と地域開発」 
座長：石村 学志（北海道大学サステイナビリテ
ィ学研究教育センター） 
共通論題セッション（シンポジウム）  
「日本からの開発論の再検討」 
座長：水野 正己（日本大学） 
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民族漁業のあり方を問う萌芽的試みとして、水産資源を
利用してきた北米やニュージーランドにおける先住民族
漁業の現状報告、そして現役のアイヌ漁業者からの話を
交えて、アイヌ民族を含めた先住民族漁業について考え
ることを目的とした。当日は北海道大学学術交流会館に
て一般からの参加者を含め 80 名の出席があった。事情
により来日できなくなったカナダ、ブリティッシュ・コ
ロンビア大学先住民漁業研究ユニットディレクター、デ
ビット・クロース博士は、遠隔会議システムを介して講
演を提供、こちらからの講演も同様にカナダに配信され
た。クロース博士は北米中西部を流れるコロンビア川で
の先住民漁業について、文化のみならず、先住民漁業に
おける現在の法的問題についての講演をおこなった。次
に、人類学者である三重大学人文学部、立川陽仁准教授
からはカナダ北西部の先住民族漁業について人類学から
のアプローチが披露された。3 番目に、ニュージーラン
ドの先住民漁業信託会社のターニャ・マクファーソン主
席政策分析官からは、ニュージーランドのマオリ漁業の
漁業システムについての講演があり、最後に紋別で漁業
を営むアイヌ民族の畠山 敏氏が、自らのアイヌとして
の経験に基づきこれからのアイヌ漁業に対する希望を語
られた。本シンポジウムでは３つの海外の事例に比べて、
漁業権など先住民族固有の権利を尊重し獲得する上で、
日本の対応の遅れが明らかになるとともに、この 3 つの
海外事例と、アイヌ漁業者の希望から、日本におけるア
イヌ民族を含めた持続的な先住民族漁業の研究、そして
政策の進むべき道が示唆されることとなった。 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは 4 つの報告がなされた。第一報告は
片岡光彦会員（千葉経済大学）による「インドネシアに
おける地域別資本ストックの推計」と題する報告である。
インドネシアの州別生産関連資本ストックを恒久棚卸し
法(perpetual inventory method)を用いて推計すること
を試みた。これにより、既存の全国資本ストック推計と
は幾分異なる結果が得られた、としている。長田会員お
よびフロアからは、結果として得られた資本ストック系
列の動きについての解釈等についての質問が示された。 
第二報告は Phanhpakit Onphanhdala 会員（神戸大学）
による「FDI and Investment Climate in Lao PDR」と
題する報告である。本報告は世界銀行が 2005 年と 2009
年にラオスで実施した Investment Climate Survey に
よるデータを用い、電力や交通インフラ、貿易制度、税
率、金融アクセス、労働力確保、といった投資促進要因
のうち、何が外資系企業や地場企業の生産性や賃金に効
いているかを調査したものである。結果として、貿易制
度よりも電力が生産性に効いているという結論を導いて
いる。和田会員はコメントとして、説明変数の内生性や
外資系企業の代表性についての疑問を提起した。第三報
告は「南北問題からアフリカ問題へ－開発思想の変遷」
と題して、平野克己会員（アジア経済研究所）によって
なされた。報告は、第二次大戦後の英仏、米、日本の援
助の動機から説き起こし、NIEs の発展の時代を経て、
現在に至る開発問題を回顧した。特に近年の資源価格上
昇と、その結果としての世界的な平等化（各国平均所得
の間のジニ係数の低下）を強調した。長田会員は、現在
でもアジアが世界の貧困問題において無視できない存在
であること、また、資源収入を「呪い」に終わらせず、
農業生産増加につなげていくための展望について、質
問・コメントが提出された。第四報告は、澤津直也 （財
団法人日中経済協会）、松本礼史(日本大学)、金子慎治(広
島大学)の 3 会員による研究で、澤津会員が代表して報告
を行った。演題は「中国国有企業改革は成功したのか？」
であった。本研究は、国有企業改革の効果を測ろうとし
た試みである。中国 28 地域（直轄市、省、自治区）お
よび 33 産業の 1999 年～2008 年の間の生産物、投入物
等のデータが得られることから、これらのデータを用い
てパネル推計が行われた。TFP を推計した上で、それを
「企業改革」を代表すると思われる、生産規模、利潤率、
従業員削減率、国有企業比率、平均賃金、海外投資比率
に回帰させ、これらの多くが有意に生産性に影響を与え
たことを示している。これをもって、企業改革が生産性
向上に寄与したことを主張している。和田会員は、説明
変数の外生性に対して疑問を示すとともに、market 
institution など、他の研究者がその有効性を強調してい
るような重要な変数が説明変数から欠落している結果、
これら改革のインパクトを表す係数が過大推計されてい
る可能性を指摘した。参加者数は約 30 名であった。 
セッション１ 「経済開発」 
座長： 山形 辰史（アジア経済研究所） 
コメンテーター： 長田  博（名古屋大学） 
         和田 義郎（JICA） 
－ 11 － 
 
 
 
 
 
第１席は「マニラ首都圏における民営水道事業の分
析：監督機関の役割」と題して、1990 年代後半に行われ
たマニラ首都圏水道事業の民営化とその後の水道事業の
改善状況、コンセッション契約の曖昧さや監督機関の独
立性等の課題に関する根岸知代会員による報告である。
東西で異なる結果に至った要因について、契約内容やコ
ンセッショナー側等の分析が必要ではないかとのコメン
トやフロアーからの意見が出た。 
第２席は川澄厚志会員による「CODI における住民を
主体とする住環境整備事業の展開」と題する、タイでの
都市貧困地域での住宅整備において、経緯の緊急性や計
画へ住民関与の違い等により事業展開が異なることの報
告である。日本での区画整理との比較や、違いが端的に
示せる指標の可視化、またマイクロクレジット活用の位
置づけなど、今後の検討課題に向けた議論が行われた。 
第３席の小早川裕子会員による、フィリピン・セブ地
区での「ジェンダー問題をコミュニティ・ガバナンスと
位置づけた事業とコミュニティ開発」報告では、都市貧
困地域の再開発において地域の女性団体が行政と連携し、
家庭内暴力(DV)をコミュニティーの問題と捉えて、地域
開発のワークショップにてカウンセリングなどにも言及
することで、DV が減少し、また地域でのゴミ問題等へ
の自主的な取り組みも進んだ事例が紹介された。質疑で
は、家庭内レベルの問題を地域の問題として捉える試み
は重要であるが、上手くいった要因は何か、数量的な把
握、また個人の女性や男性の意識変化やそこにおける課
題など、きめ細かな追跡や分析が必要であろうとの指摘
がされた。 
参加者は報告者を含めて 25 名ほどであったが、活発
な議論が行われた。地域住民を主体者となる可能性や、
それに向けた行政や NGO の関わり方を検討したもので
あり、かつ文化や社会背景により多様なアプローチが必
要であることを示唆するセッションであった。 
 
 
 
 
 
 
 
冒頭、座長の森川より北海道の開発が外部（東京）の
意向と利益とニーズに応える発想と方法で歴史的に推進
されてきたこと。その結果として北海道の大地及び周辺
海域も大きな打撃を被ってきていること。従って北海道
の発展を展望するためには、非持続的な開発状況とそれ
を再生産する関係構造に向き合う必要がある旨の問題提
起がなされた。 
なお本セッション当日に急病等で荒井信雄氏（北海道
大学）と河合博司会員（酪農学園大学）が欠席を余儀な
くされた。そのため本セッション報告は市川報告と西川 
潤会員（早稲田大学）による報告を中心に記す。 
市川守弘会員（日本環境法律家連名副代表・日本森林
保護ネットワーク事務局長）による報告は「荒廃する森
林とアイヌ先住権」というタイトルでなされた。 
同報告は日本及び北海道における森林面積とその内訳
を概観。次に森林（含む、天然林）の持つ大きな公益的
機能を再確認。さらに国有林・公有林で実施されてきて
いる大規模伐採とその問題事例の紹介と“赤字解消のた
めの伐採”とされる公式説明の説得力の乏しさの根拠が
提起された。各種開発行為と森林保全を両立させる基準
としては，“生態系の持続性が社会、経済、文化の持続性
を維持する上で不可欠“という認識（米農務省科学者委員
会レポート、1999 年 3 月 15 日）が参考になる、と指摘。
換言すればそれは、生物多様性の保全には先住民族の社
会と文化が大きな貢献を果たし得る、という市川会員の
認識によって支えられている。最後にアイヌ民族の先住
権という理論的にも政策科学的にも重要な側面について
検討。アイヌは限定的にせよ主権を有しサケ捕獲権をは
じめ森林、河川海洋における主権的権利を慣習上有して
いる。彼らの先住権の確認は、特に日本政府による自然
資源管理に対する重要な歯止めとなり得る。 
アイヌの先住権については法的研究が殆どなされてい
ないがアメリカ先住民の法的権利が重要な示唆を与え得
ることを提起。 
コメンテーターの西川 潤会員は石川報告及び事前に
提出された荒井氏と河合会員の報告要旨を踏まえて以下
の様に総括した。 
セッション２ 「地域社会開発と住民」 
座長：磯田 厚子（女子栄養大学） 
コメンテーター：平山 恵(明治学院大学)、 
吉田 恒昭（東京大学） 
セッション３（企画） 「北海道開発の新方向—非持
続性から持続可能な発展へ」 
座長：森川 純（酪農学園大学） 
－ 12 － 
中央集権型、中心部市場依存型、トップダウン型の大
規模開発等の北海道の開発・発展を主導してきた開発体
制が、資源基盤、コミュニテイ基盤の破壊をもたらし持
続不可能であることを提示した。地方分権の時代に地域
主体型の発展が持続可能な発展とどう結びつくか？自治
権、先住民族の開発に参与する権利、多文化社会、住民
主体型の発展環境の創造、等はこのような仮説の有用な
提示である。今後更に北海道の経験の理論化、他地域で
展開中の内発的発展の経験や思想との突き合わせを通じ
て、オルタナテイブ発展の方向を具体的に示していくこ
とが開発研究者に求められるであろう。この後、約 30
名の参加者との率直で建設的な討議が持たれた。 
 
 
 
 
 
フェアトレード（FT）という消費行動は、市民が開発
に関与する手段として有効性を持ち得るのか。これがセ
ッション４のメイン・テーマである。企画者の池上甲一
（近畿大学）が最初に、貧困への市民的対応として多様
な形態の倫理的消費が勃興しており、その好例としてFT
の世界的な拡大があることを指摘した。 
第１報告では、池上が FT と購買行動を巡る消費者意
識の日仏比較を行った。日本では、自らの利益に結びつ
きにくい社会的効用については購入の優先順位が低くな
りがちである。第２報告では、佐藤寛（アジア経済研究
所）が、コーズリレーティドマーケティングを取り上げ、
その本質は「物語付き販売」にあるとした。FT も「物
語」が購入の動機であるが、その「物語」が適切でない
と、逆に問題の本質を隠してしまいかねない。第 3 報告
では、大野敦（神戸国際大学）が、FT の選好者と商品
特性との関係を分析した。FT に対する選好は、
ATO(Alternative Trade Organization)系商品の消費者
の方が、FLO（Fairtrade Labeling Organization）系商
品の消費者よりも強く、コアの消費者層を形成している。 
第４報告では、中島佳織（フェアトレード・ラベル・ジ
ャパン）が、FT 認証とそれに基づくラベルの仕組みと
役割、課題について、実務者の立場から詳細に報告した。 
以上の４報告に対して、コメンテーターからは①FT
を途上国側の議論にとどめるのではなく、日本の内なる
構造の再定義にも FT の視角が有効、②「物語」を貧困
や公正で構成すると、その受け手にとっての必然性が薄
くなるのではないか、③認証システムは、消費者による
判断責任を代替してしまい、その結果思考停止に陥りか
ねない、などの疑問が提示された。 
最後に、フロアーとも活発な意見交換が行われた。関
税率と FT、消費行動と開発というテーマなのに開発の
議論が不足、FT による開発教育の可能性などが主に議
論された。なお本セッションの参加者数はピーク時で 40
人程度。 
 
 
 
 
セッション５では４件の報告が行われた。 
第１報告の「開発援助に対する被援助国の視点」（報告
者：野原稔和 法政大学）は米国とパラオの自由連合盟
約（コンパクト）という独特の国家間関係を枠組みとす
る援助について、米国の援助理念の変化と被援助国側の
対応の変化をフォローし、分析したものである。報告者
が特に着目したのは教育支援であり、文化的な影響力の
拡大を意図していた一方で、パラオ側は米国に対する独
立意識を保ちつつ、独自の開発政策を進めてきたことを
分析したユニークな研究である。ただ、米国の援助意図
の分析については疑問が出され、今後より精緻化が期待
される。また、プレゼンテーションには若干の工夫の余
地があると思われた。 
第２報告の「地球温暖化対策における日本の持続可能
な国際協力と経済支援について～検証と提言」（報告者：
寺西たから 東京大学）は、日本の産業の発展や経済成
長を犠牲にせずに、温暖化ガスの排出を抑制し、世界に
おける環境分野で存在感を保つための方策を研究したも
のであり、結論として、二国間での相互認証クレジット
の創設、アジア諸国への技術支援、日本の中小企業の技
術の活用などを提言している。ただ、まだアイデアの段
階にとどまっており、今後、これらを具体化しているメ
カニズムの研究を大いに期待したい。 
第３報告の ”Do foreign aid and foreign direct 
investment cause Dutch disease in Lao PDR?”（報告
者： Vatthanamixay CHANSOMPHOU 広島大学）
は、ラオスをケース・スタディーとして海外からの援助
セッション４（企画）  
「消費行動と開発－フェアトレードを通して－」
座長：池上 甲一（近畿大学） 
セッション５（院生） 「開発援助の課題」 
座長： 林  薫（文教大学） 
－ 13 － 
や直接投資が「オランダ病」を引き起こさないかという
問題を実証的に解明しようとしたものである。研究の結
果、援助には「オランダ病」の弊害はないものの、水力
発電や鉱業部門への直接投資にはその効果があることが
示されている。質疑応答での議論は「オランダ病」と一
括される資金流入のマイナス効果やメカニズムは複雑な
事象であり、単純な「線形」で理解することが妥当か、
という点に要約される。今後、事象をより多面的に分析
しつつ。研究を継続していくことが望ましい。 
第４報告の「頭脳流出から頭脳チェーンへ〜頭脳流出
の対応策の考案〜」（報告者：小川真由 東京大学）は途
上国から先進国への高度人材のいわゆる「頭脳流出」が、
一面では帰国者を介した「頭脳循環」という現象も生み
出しており、両者の要因と効果を明らかにすることを目
指したものである。結論としては、好循環を生み出すた
めの「頭脳チェーン」を提唱している。質疑応答では移
住者、帰国者のそれぞれの個人的意思決定の要因はかな
りパーソナルなものであり、個別ケースをより多く分析
する必要があるのではないかという指摘がなされた。こ
れも研究の深化、継続を期待したい。 
以上４件は相互に関係性は少ないテーマであるが、視
点、着想はユニークであり、将来の発展が大いに見込ま
れるものである。 
 
 
 
 
 地域開発に関連する以下の４つの研究発表が行われた。 
第１報告「ミャンマーの大都市ヤンゴンに於けるスラム
街の社会経済状況」（エイチャンプイン：熊本学園大学）
は、 ヤンゴン市 R 郡の住民に対して実施したインタビ
ュー調査（標本数 300）を 1992 年の先行研究と比較し、
スラム街の社会経済状況の変化を分析した。調査は本年
３月に行われたものであるため、分析は暫定的なものと
考えるべきだが、調査自体が困難なミャンマー都市部の
最新データを使用している点に注目が集まった。 
第２報告「社会関係資本および地域愛着の住民参加促
進に関する研究」（豊田祐輔、Tanwattana Puntita, 鐘
ヶ江英彦：立命館大学）では、バンコク市のコミュニテ
ィの中から強いリーダーシップが参加を促進した事例と、
住民間調和に重きを置いた事例を選び、継続的な住民参
加に着目しながら、参加を促進する因子といわれる社会
関係資本と地域愛着の貢献度を評価する枠組みを提示し
た。質疑では、枠組みの有効性を評価する意見とともに、
「忙しいから参加しない」という理由を一因子として考
慮すべきなどの課題が浮かび上がった。 
第３報告「Chiang Mai’s Local Economy in Today’s 
Globalizing World」（Yumeka HIRANO, Aya SUZUKI, 
Alejandra GONZALEZ,：名古屋大学）は、タイ国チェ
ンマイ県の農業と手工業セクターがグローバリゼーショ
ンの深化に伴い様々な影響を受けてきたことを、現地調
査の結果をもとに明らかにした。グローバリゼーション
がもたらす利益を享受しつつ、各セクターが経済・社会・
環境面において持続的に発展する為には、製品の多様化、
国内及び海外市場の更なる強化等の政策が推進されるべ
きであることが示された。 
第４報告「戦後日本の生活改善普及事業における「自
主性」のあり方」（岩島史：京都大学）は、先行研究で住
民の自主的な運動と評価されることが多い戦後日本の生
活改善普及事業に対し、生活改良普及員および生活改善
グループ員の手記から「自主性」のあり方を再検討した。
その結果、農林省は農民が自ら考えることを理念として
いたのに対し、生活改良普及員の活動では、活動が継続
することが目指される傾向があったことを指摘した。こ
のような「自主性」を介入者が進めることに対しての問
題提起も行った。 
なおセッションへの参加者は約 25 人。各報告に対し
て活発な質疑応答が行われた。 
 
 
 
 
濱田恭平（北海道大学）らによる，「ザンビア共和国に
おける水圏・陸圏の野生動物への重金属汚染の影響」は，
銅とコバルトの主要生産国であるザンビアで行った現地
調査を報告した。その結果，鉱山周辺においては，土壌，
湖の底質や水生生物中の銅とコバルト濃度が，また，野
生ラットの鉛，銅，コバルト濃度が他地域よりも有意に
高く，重金属汚染が進行していることが明らかになった。
さらに，野生ラットの鉛蓄積量と体重の間には負の関係
が見出され，すでに一定の健康影響が生じていることを
明らかにした。 
セッション６（院生） 「地域開発」 
座長：鈴木 紀（国立民族博物館） 
セッション７（院生） 「環境マネジメント」 
座長：藤倉 良（法政大学） 
－ 14 － 
Pierre Anthony Joven（東京工業大学）らによる”Use 
of GIS for Groundwater Development Potential: 
Characterization of Agusan del Norte, Philippines”は，
地理情報システム（ＧＩＳ）の応用例として，フィリピ
ンのアグサン・デル・ノルテ州における地下水層の構造
地図を作製したことを報告した。これにより，地下水層
が２層になっていることが視覚的にわかるようになり，
低層の地下水層を活用すべきであることが明らかになっ
た。この技術を行政面に応用するためには，データ更新
を継続的に行うことができるかどうかが課題となる。 
其其格（東洋大学）らによる「中国内モンゴル地域の
村落部における農牧民の水利用形態に関する研究」は，
内モンゴル自治区其甘湖流域における実地調査を報告し
た。其甘湖は，流出河川がない湖沼であり，流入河川の
水量が減少すると面積が縮小する。そして１９８０年代
に約９平方キロあった湖面は，２００９年には約２平方
キロまで縮小した。其らは，その原因として，家畜用水
量の増加が大きいことを明らかにした。 
３本の報告とも，詳しいフィールド調査に基づき，そ
れぞれに現地の抱えている課題を明らかにした点が高く
評価できる。これを社会科学系の学術論文として発表す
る場合には，調査結果の報告だけに終わらず，それに基
づいて現象の背景分析や政策的な含意などを示す工夫が
必要である。報告者の今後のさらなる努力に期待したい。 
 
 
 
 
本セッションでは、3 名の研究報告がなされた。セッ
ション参加人数は少なかったが報告に基づき有意義な議
論ができた。報告者にはセッションでの議論を踏まえ今
後の研究を適切に展開することを期待する。報告の概要
は以下のとおりである。 
まず、黄貞淵会員は（東洋大学）から、「大都市地域の
再開発と居住立地限定階層の居住地に関する研究：台湾
台北市の都市更新計画を事例として」の報告がなされた。
本報告は、「居住立地限定階層」として高密度の用途混合
形態を実現している台湾台北市鄰江地域の居住形態を事
例として取り上げ、住民主体の居住環境評価を行い都市
居住モデルの一つとしての可能性の検証を試みるもので
あった。会場からは、同地区の将来の変遷についての研
究者の見解、都市計画評価基準、評価システムの把握の
重要性、また、都市計画論としての枠組み整理等につい
て質疑がなされた。 
次に、関口定子会員（東洋大学）から、「社会開発とし
ての仏教寺院の役割：エイズホスピス寺院の事例から」
の報告がなされた。報告では、調査対象であるプラバー
トナンプー寺院のホスピスの活動について、医師と看護
師及び介護スタッフによる 24 時間 3 交代体制で対応、
単身または複数人の僧侶の日常的な訪れなど、ケアの手
法を描写するとともに、このようなケアによる特徴とし
て、①終末期状況下における多くの患者の表情の明るさ、
②軽症患者の重篤患者に対する日常的な援助、③エイズ
教育の一環としての中学生や高校生、医療関係の学生の
頻繁な訪問、④寺院の僧侶たちの日常的な訪問、⑤大部
屋での集団療養と患者同士の交流が指摘された。また、
これらの特性を仏教思想の「慈悲」と「共生」に求めて
いた。会場からは、ホスピスにおける特定薬剤の役割、
リサーチ・クエスチョンの整理の必要性等についての質
疑がなされた。 
最後に、池之上志門会員（東京大学）から、「再配分さ
れた農地における土地利用と管理状況：南アフリカ・リ
ンポポ州を事例に」の報告がなされた。報告では、2000 
年まで行われた土地再配分プログラムによる黒人層の農
地取得の過程と現在の農地利用の現状を 8農場を事例と
して考察し、プログラムの失敗を黒人貧困層の獲得能力
と農地確保後の支援の欠如に求めるともに、また、プロ
グラムの失敗による農地管理不足による農地の荒廃、環
境への影響、生産量の減少が指摘された。会場からは、
大土地所有者から自作農による耕作への変遷の意味づけ、
政策と評価のあり方、また、同プログラムの継続プロジ
ェクトのあり様について質疑がなされた。 
 
 
 
 
梅野知子氏（神戸大学）は「ベトナムにおける普通教
育と職業訓練教育の私的教育収益率の比較」をテーマに
発表した。ベトナム政府と世界銀行が 1997 年～98 年に
実施したベトナム生活水準調査のデータをもとに、ミン
サーモデルを用いて収益率を算出し、農村より都市部、
後期中等および高等レベルの職業教育より短期職業訓練
セッション８（院生） 「社会開発」 
座長：三好 皓一（立命館アジア太平洋大学） 
セッション９（院生） 「教育と開発Ⅰ」 
座長：吉田 和浩（広島大学） 
－ 15 － 
のほうが私的収益率が高かったこと、また、初等教育以
外では公的部門より民間部門における収益率が高かった
ことを分析結果として示した。これに対して、座長なら
びに会場から、ミンサーモデルの利点と限界を把握した
上での考察をすべきであること。分析結果から結論を導
き出す前提として、ベトナムの教育・訓練修了者の就職
パターン、労働市場など、実態についての理解を深める
べきこと、などのコメントがなされた。 
バラソー・ディアワラ氏（九州大学）は Impact of 
Education Levels on the Health Status: Evidence from 
the Senegalese Household について発表した。教育レベ
ルと健康状態に関するセネガルの世帯主情報をもとに回
帰分析を行い、すべての教育レベルがマラリアにかかる
可能性を低くし、特に普通高校が大学以上に病気低減効
果があること、高い教育を受けるほど、病気による欠勤
が低いこと、などの結果を得た。座長および参加者から
は、変数の定義があいまいで、数値にも現実離れしたも
のが散見されること、健康状態に影響を与えると思われ
る教育以外の要因の扱いについての説明が不足している
こと、結論の諸点が分析結果で必ずしも明確に支持され
ていないこと、などが指摘された。 
総括では共通の留意点として、データ分析、結果の解
釈、結論づけには、現地の実情についての的確な理解が
不可欠であること、また、分析結果を結論に繋げるには
さらなる分析が必要であり、安易に一般化すべきではな
い点に注意が必要である点が挙げられた。参加者は 15
名程度。活発な質疑応答がなされた。 
 
 
 
 
本セッションでは、4 つの報告をもとに、下村恭民会
員（法政大学）と箱山富美子会員（藤女子大学）からの
コメント、及び会場からの活発な議論が行われた。参加
者は約 40 名。 
坂根徹会員（愛媛大学）の報告「WFP の食糧援助に
おける調達政策」は、食糧援助で重要な段階のひとつで
ある食糧調達に焦点をあて、調達政策の特徴（基本原則・
手法、3 つの調達先）を概観したうえで、主要な調達先
としての途上国と留意点、援助国や受益国からの様々な
要請への対応、最近の取組みである P4P（Purchase for 
Progress）の意義と課題等を明らかにした。これに対し、
費用面で比率が大きい調達ロジスティックスへの着目は、
援助効果を考えるうえでも重要とのコメントがあった。 
宇田川光弘会員（上智大学）の報告「政権交代と対外
援助政策」は、「国内政治は援助政策に影響する」論を念
頭に、英国の経験も参照しながら、民主党政権の登場に
よる国内の政治変化が日本の対外援助政策にあたえる影
響を検証したものである。政権の特質、国内格差や財政
的要因の重要性という理由から援助政策への影響は見出
せないが、援助「量」だけでなく「質」的影響を含め、
国内要因を分析する意義はあるとしている。これに対し、
国内政治に着目する意義を評価しつつも、政権交代以外
の要因（例えば、政策決定プロセスやアクター）の重要
性や、国際政治と国内政治との相互作用にも留意すべき
との指摘があった。 
Howard P. Lehman 氏（University of Utha）の報告
「Japan's Foreign Aid Strategy in Africa: The Case of 
Ghana」は、日本が掲げる「東アジア型の開発モデル」
の特徴として、長期的視野と成長志向、自助努力、オー
ナーシップとパートナーシップ尊重を示し、日本の「ガ
ーナ国別援助計画」（2006 年策定）を事例に、アフリカ
支援でもこの開発モデルの具現化が試みられている点を
明らかにした。これに対して、日本の援助のユニークさ
を強調しすぎという指摘もあったが、日本は積極的に対
外主張をすべしとの意見もだされた。 
小林誉明会員（JICA）の報告「援助理念の多様性とそ
の期限：日本と他ドナーの比較」は、国際協調が進展し
てもドナーごとに援助理念が異なる点に着目し、日本の
「自助努力」理念に焦点をあて、その定着過程を先進国
向け、途上国向け、及び国内向けの説明という観点から
分析したものである。特定時期・環境下にドナーがどの
ステークホルダーにも最大公約数的に納得されうるロジ
ックが「援助理念」として採用されることを示唆した。
これに対し、東南アジアの反日運動の中で「押し付け」
を回避したいとの当時の方針、自助努力の多義性、援助
理念と動機の関係等の視点から、興味深いコメントがな
された。 
 
 
 
 
セッション１０ 「開発援助政策」 
座長： 大野 泉（政策研究大学院大学） 
－ 16 － 
 
 
 
 
 
最初の報告は米倉会員による「貧困削減支援—カンボ
ジア NGO を事例とした一考察」だった。現地 NGO で
あるCEDACが実施したプロジェクトがどれだけ対象世
帯の生計を改善したかを、プロジェクト対象たる 538 世
帯のうちの 25％にあたる 136 世帯に対して詳細な調査
を実施し分析したものである。NGO スタッフによる開
発研究の試みとしての意味がある、生計改善への出稼ぎ
等の外部要因の扱いが不十分な点がコメントとして指摘
された。 
2 番目は山口会員が「PRSP 策定過程と被援助国の受
容—ボリビアの事例から」と題する報告を行なった。
2000 年代に入って大統領が 5 回交代した政治的に不安
定なボリビアで、PRSP を中心とした開発援助がどのよ
うに受容されたのか、策定過程で生じた事象を分析しよ
うとしたものである。コメンテーターからは、着眼点と
しては興味あるものの研究目的と方法の絞込みが十分と
は言えないとの指摘がなされた。 
3 番目は横倉会員が「植林への農民参加意識に関する
事例研究」と題する報告を行なった。この研究は、パラ
グアイ国の一地域において実施された「畑作・草地再植
林」プロジェクトを対象事例としていて、同会員も直接
関与してきたものである。このプロジェクトに参加した
農民へのアンケート調査から、農民の主体的参加にはど
のような条件が必要かを考察している。これに対して、
現場情報が豊富な点は評価できるが研究としては論
点をもう少し明確にする必要がある等のコメントが寄
せられた。 
本セッション最後は、岩崎会員が「Challenge to and 
Potentials of Environmental Watershed Management 
toward to Adaptive Lagoon Fisheries in Chilika 
Lagoon, India」と題して英語で報告した。ベンガル湾に
面したインド国オリッサ州にあるラグーン（潟湖）沿岸
の住民を対象とした生計向上および環境保全プロジェク
トを事例に、行政機関や NGO による適切な支援のあり
方を探っている。コメントとしては、地域の伝統的な資
源管理システムを探ることも重要との指摘がなされた。 
 
 
 
 
 
冒頭、座長の森川より本セッションは、東京主導の北
海道（アイヌモシリ）開発が歴史的に創り出した二つの
異なる風景を多面的にレビューし今後に活かすこと、ま
た日本国内の先住民族問題を俎上に載せることは発展途
上にある日本の国際開発学にも大きな意義を持つ旨の提
起がなされた。 
第一報告は、上村英明会員（恵泉女学園大学）により
「開拓・開発と言う名の植民地化と先住民族の権利の視
点—国際社会は「北海道開拓」から何を学べるかー」と
いうタイトルでなされた。報告は、開発論における社会
開発という考え方、接近方法の重要性及び開拓・開発が
いかなる歴史的、政治的文脈で行われ先住民族の諸権利
がどのように見られ扱われたことを再考することの意義
について指摘。言い換えれば日本国家・社会で未完のま
まに放置されてきている非植民地化を問題視。 
第二報告は、結城幸司氏（アイヌアートプロジェクト
代表）によって「自然を見つめるまなざしを共有するた
めに—開拓と破壊、同時にあるものがたりー」であった。
報告では先ず和人によるアイヌモシリ侵略と抵抗の歴史。
次に個人史を通じたアイヌとしてのアイデンテイテイー、
誇り、生き方の獲得とそれらを得ることを困難とさせる
日本社会の在り方。最後に持続可能な社会・世界を創る
上で先住民族社会が文化や思想面で大きく貢献する可能
性を指摘しつつ関係当事者が開かれたアイデンテイテイ
ーを持って互いに敬意を持ち合う関係性の構築を提起。 
第三報告は、秋辺日出男氏（北海道アイヌ協会理事）
により「観光とアイヌ民族」という題でなされた。報告
では自らの歩みに重ねつつ北海道を舞台とした大衆観光
においてアイヌ民族が置かれた従属的な立場と役割。そ
の中で１９５５年に経済的自立とアイヌ文化の伝承と発
展を目指す新しいアイヌ村が構想され着手された阿寒湖
畔での先駆的な事例を紹介。最後に先住民族の叡智や対
等な立場での参加を無視した過去と現在の開発の問題性。
言い換えれば観光においても先住民族が主体性を持って
伝統と発展を一致させ調和した商品、サービスを提供す
るならば民族の正しい紹介と理解に繋がり、世界の平和
セッション１１ 「貧困削減と社会開発」 
座長：斎藤 千宏（日本福祉大学） 
コメンテーター：佐藤 寛（アジア経済研究所）、
佐藤 仁（東京大学） 
セッション１２（企画）  
「北海道（アイヌモシリ）開発とアイヌ民族－開
拓と破壊、同時にあるものがたり－」 
座長：森川 純（酪農学園大学） 
－ 17 － 
と繁栄に寄与するシステムであることを提起。 
以上の報告終了後に越田清和会員（札幌自由学校「遊」
理事）が以下のコメント。本セッションは，本学会にも
北海道にもふさわしい企画。ここで議論した事柄は途上
国世界一般での問題と重ねる必要。環境、人権を主語と
して開発を考える必要と可能性。グッドガバナンス論の
対象はアイヌ組織・団体も含め広い視野で行うべきとの
提案。越田会員のコメント終了後にフロア（約 30 名）
との間で活発な意見交換が行われた。 
 
 
 
 
 
 
韓国の開発援助は日本の JICA にあたる KOICA を中
心に質量ともに急速に成長しつつある。新興ドナー国の
援助の実態は日本ではほとんど知られていないが、西欧
流の援助とは異なる点が多く、日本と似た点もあり、そ
れを知ることは日本の援助の特性の理解に寄与すると考
えられる。本セッションは 2010 年度科学研究費（基盤
研究（B）研究代表者 宇田川拓雄）「開発援助プロジェ
クト評価のための社会調査手法に関する社会学的研究」
により行なった。 
第 1 報告者の JICA 評価室の片山広樹会員は JICA／
JBIC の評価システムについて報告した。提示されたタ
イの Industrial Villageは一村一品とも深い関係を持ち、
外部評価も良好であった例で、JICA の評価システムの
理解には適切であった。 
第 2 報告者の KOICA の評価室の TaeEun Kim 氏は
KOICA の評価システムの紹介を行った。KOICA の評価
法は基本的にはDACの5項目評価を用いているものの、
通常であれば Impact 項目が Spreadness に変えられて
いるなど興味深い内容であった。 
第 3 報告者の KOICA の村落開発部の So-Young Kim
氏はアジアにおける KOICA の村落開発を紹介した。事
例のベトナムにおけるセマウル運動の導入事例は特に興
味深いものであった。これは技術移転だけでなく職業倫
理や働き方の指針を相手国に紹介するもので西欧型の援
助には見られない特徴と思われるが今後さらなる研究が
必要であろう。 
第 4 報告者の JICA 研究所の黒川清登会員は JICA に
よるタイの一村一品運動普及支援活動について報告を行
った。オリジナルである日本の一村一品運動とアジア、
アフリカ諸国の一村一品運動およびその類似企画は、政
府支援の形態、地域住民の関わり方、企業との関係など、
様々な点でかなり異なるものであるという研究成果は今
後の開発援助研究にとって比較、相対化の視点が重要で
あることを強く印象づけるものであった。 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは、廃棄物リサイクルに係る制度構築、
社会配慮、環境汚染、経済構造、の 4 つの視点で研究機
関と援助実務機関の６名が話題提供に立ち、国際協力・
途上国支援の課題が議論された。 
出席者に共有されていた認識は、もはや廃棄物リサイ
クルを一都市や一国のレベルの廃棄物管理体制だけでは
語れなくなっている、という現状である。これまで二国
間協力で推進されてきた個々の都市や国の廃棄物管理機
関の能力強化の協力課題が消えたわけではない。しかし
それだけでは越境する廃棄物リサイクル・フローを見据
えた国際協力はできない。これに関して多国間のプラッ
トフォームの存在が指摘され、こうした政府レベルのイ
ニシアチヴを国際協力に反映し活用させていく必要性が
指摘された。また、多国間の廃棄物リサイクル・フロー
の実態把握がまだ不十分であること、実態を踏まえた不
法な輸出入の防止に大きな課題があることが指摘された。 
もう一つの論点は、こうした廃棄物リサイクルの小さ
くない部分を担うインフォーマル・セクターについてで
ある。インフォーマル・セクターの問題は、そこで働く
者の劣悪な労働安全衛生の問題と、環境負荷の問題に集
約される。この問題の解決法としてインフォーマル・セ
クターのフォーマル化（あるいは内部化）という方向性
が提起された。インフォーマル・セクターの中でもウェ
イスト･ピッカーなど作業従事者の実態把握や支援につ
いては、これまで一定程度取り組まれてきたが、さらに
下流部のインフォーマルな零細リサイクル産業やマーケ
ットの不透明さが指摘され、その実態把握、改善支援の
セッション１３（企画）「KOICAと JICAの地域振興
支援プロジェクトの実施と評価」 
座長：宇田川 拓雄（北海道教育大学）、 
黒川 清登（JICA） 
セッション１４（企画）「開発途上国における廃棄
物リサイクルに係る協力の課題」 
座長：吉田 充夫（国際協力機構）・ 
小島 道一（アジア経済研究所） 
－ 18 － 
必要性が指摘された。ただ、フォーマル化にはリスクも
あり、支援ストラテジーは今後の検討課題でもある。 
限られた時間の中多人数の報告ではあったが、研究者
と実務者がそれぞれの立場から率直な意見交換を行うこ
とができ、今後の協力に向けた種子をまくことができた
のではないかと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
グローバルイシューとして着目される環境問題に対し、
様々な試みがなされている。本企画セッションは、2 つ
のグローバル COE プログラム（「境界研究の拠点形成：
スラブ・ユーラシアと世界」と「統合フィールド環境科
学の教育研究拠点形成」）、特に若手研究者の連携による
地域･分野横断的なアプローチの形成に挑戦するもので
ある。 
杉本敦子（北海道大学）報告では、地球環境科学の視
点から、東ユーラシア性の定義（境界）から始め、人間
活動による予測できない相乗効果と環境インパクト（異
常気象の多発）について、適応策の策定･実行には境界問
題の解決が必要とする提言があった。平山陽洋（北海道
大学）報告では、ベトナムにおける 90 年以降の森林減
少の問題に着目し、第 1に人口圧と貧困から発する移住、
第 2 にドイモイ政策に起因する森林管理主体の不在と森
林面積の減少、最後にグローバルな環境主義に基づく「森
林」の商品化のインパクトが指摘された。宮崎真（北海
道大学）報告では、モンゴルの様々な環境問題へのアプ
ローチとして、国際環境協力による環境意識の向上と環
境教育の実践と今後の発展を提言した。岩花剛（北海道
大学）報告では、ロシアにおけるマスコミ報道のミスリ
ーディングや環境教育の難しさを踏まえ、環境教育では
なく環境リテラシー教育、さらに自然科学と社会科学と
の融合について可能性と発展性についての示唆があった。
宮本万里（北海道大学）報告では、ブータンの環境主義
の｢内発性」と｢古さ｣、すなわち人々の生活世界から実際
の環境政策を捉え返すことで、「グローバルな環境主義」
の現地に与えるインパクトについて問題提起を行った。
すなわち環境政策と政府の失敗に対する反省として、「自
然環境保護」による拘束、そのような拘束から脱却する
ために自己像の再構築の必要性を提言した。 
本セッションでは、環境と境界というキーワードに対
し、文理協働的な研究活動の成果が見られたものと評価
している。岩下明裕コメンテーター（北海道大学）から
の指摘もあったが、厳密な意味で文理融合が成されたこ
とはなく、しかしながら環境問題や社会の固有性という
複合的な課題にアプローチする上で、文理協働への挑戦
は今後ますます必要なアプローチとなる。最後に山下哲
平コメンテーターから、環境情報リテラシーマトリクス
を用いた国際環境協力に関する提案があり、5 つの報告
の位置づけを統合的に整理した。本大会における企画セ
ッションの成功を 1 つの契機として、今後継続的に若手
研究者を主役とする活発な研究交流を行っていくことを
確認し、本セッションを締めくくった。 
 
 
 
 
 
 
セッション 16 の「開発と政治･紛争」は、4 つの論文、2
人のコメント、フロアとの質疑応答から成る。紛争中と
紛争後の法整備とそれへの援助問題が論じられ、全体的
に政策志向の濃いものであった。 
小野報告は、｢子供兵士問題｣の解決法として教育を受
けた子供兵士の機会費用の増大と、心理的ディスインセ
ンティブの増大を論じ、志賀報告は、｢紛争を経た国にお
ける民主的な憲法起草｣を直接民主主義的国民の熟議に
よる根本規範の制定を、長時間の参加型討議の後に制定
されたウガンダ憲法等を例にあげている。片柳報告｢移行
期における反汚職法整備支援｣は、紛争終了後の反腐敗法
制定問題を、ボスニア・ヘルツェコビナを例に取り上げ
た。ガバナンスの弱い「脆弱国」の法整備支援という制
約条件をどう乗り越えるか、が問題である。 
室谷報告｢開発援助が国家の正当性に与える影響｣は、
正当性の源泉の議論をレビューし、法制定に影響を及ぼ
す国内的･国際的案件について言及している。ポスト紛争
期の国家建設期における対脆弱国への対策的支援方法に
セッション１５(企画) 「人間と環境、その境界を
問い直す―アジア諸国における比較研究から―」 
座長：山中 康裕（北海道大学） 
コメンテーター：岩下 明裕（北海道大学）、 
石川 守（北海道大学）、 
山下 哲平（日本大学） 
セッション１６ 「開発と政治・紛争」 
座長：大内 穗（NPOトランスペアレンシ ･ージャパン）
コメンテーター：稲田 十一（専修大学）・ 
鍋島 孝子（北海道大学） 
－ 19 － 
ついて、対称的なカンボジア（成功例）とアフガニスタ
ン（失敗例）の例をあげた。国家建設は｢効果的で正当で
強靭な国家を築く過程である｣との DAC の定義は（2008
年）、政府の能力だけでなく、正当性にも注目している。 
以上の４論文に対して稲田、鍋島の２人のコメンテー
ターから以下のようなコメントがなされた。稲田会員から
は軍事面と経済面での｢合理性｣について、経済学の分析
概念の比較優位、上･下級財、機会費用などの援用は果た
して妥当かの疑問が出された。鍋島会員は、子供への教
育における協調性･社会性の育成効果にも注意を向けた。 
志賀報告に対しては、論旨は極めて明瞭だが、民族紛
争後は民意の所在が不明で、価値の共有には社会の運動
が必要だ。具体的事例は何か。公平で有効な提案可能な
第三者は誰か、等の質疑が出された。片柳報告に対して
は、ボスニア・ヘルツェコビナにおける利益相反法、反
汚職機関設立の事例は「移行国」に特有のものか、逆に
BH に特有なことは何か、等が問われた。室谷論文に対
しては、復興初期の政府の能力･権威が弱い中での効果的
支援の方法、コミュニティ直接支援が、鍋島会員からは、
この国家の正当性の議論のもつ胡散臭さ、上からの動員
にならないか、援助国の謀略反映の可能性の指摘があっ
た。上からの能力の過大評価の可能性についての疑義も
出された。また、民族紛争後の民意の統一が困難な中で、
｢市民｣とは何か、が問われた。最後に、座長からは民族
紛争の要因・態様に関する学説上の３つの流れ及び政策
の有効性･分析における５つの柱について簡単な補足説
明がなされた。 
約５０人の出席のあった第 16 セッションで、４人の
報告、２人のコメントで、１３５分の与えられた時間は、
ほぼ一杯使いつくされた。出席者による質疑応答の時間
が十分に取れずに終わってしまった座長の不手際が悔や
まれる。いずれの論文もコメントも充実したもので、出
席者は満足されたと思う。また、開発学会大会で、アカ
デミズムと実務者共同で異なった立場からの経験･学識
交流の場をもてたことは、この学会の最大の強みであり、
将来の希望といえよう。 
 
 
 
 
セッション 17 の参加者数は約 20 人程度。本セッション
では、農業・農村開発に関する３本の報告が行われた。 
①石川明美（東京大学）：” A Choice of Alternative 
Agricultural Development: A Case from Rural West 
Java” 。本報告の目的は、 SRI （ System of Rice 
Intensification）と「緑の革命」とを比較し、人間の安
全保障という視点から前者の意義を明らかにすることに
ある。貧困削減は資産の拡大とケーパビリティの向上に
よって達成されるものであり、SRI がこの点にどれほど
貢献するのかを分析した。 
②長山悦子（サイボーズ株式会社）：「農業普及事業に
おける情報共有についての一考察」。本報告の目的は、途
上国にふさわしい農業普及システムを日本の経験から学
ぶという点にある。そこで千葉県東葛地域において普及
事業のアクター分析を行った。その結果、普及員は農業
者の暗黙知を翻訳し、農業者と研究者を繋ぐ役割を担う
こと、普及員と専門技術員という二段階のエージェント
機能が有効だと結論づけた。 
③小川京子（京都大学）：「ブルキナファソの農産物流
通システム－アクター間の社会関係と取引関係－」。本報
告の目的は、現在の流通システムにおけるアクター間関
係を解明し、その関係性に応じた対策を導き出すことに
ある。そのために、社会関係と取引関係を、換金作物の
ササゲと食糧作物のソルガムについて調査を行った。農
家は取引関係に重点を置いているが、地方のコレクター
や商人の方がむしろ社会関係に強く依拠している。 
コメンテーターの平野克己（アジア経済研究所）と西
村美彦（琉球大学）、ならびにフロアーから提出された主
要な論点は以下の通り。①緑の革命の現代的再評価、SRI
が拡大しない理由、SRI 自身の分析こそが必要、SRI が
農民の主体性を引き出す根拠。②IT 利用の普及と途上国
に必要な普及とはズレ、普及の民営化、研究と普及の分
離よりも一体化を。③食料問題は増産よりもストックと
流通対策が肝心、エスニック・グループごとの商業取引
の近代化過程、農家が取引関係重視というのは一般化可
能か。 
 
 
 
 
本セッションでは、教育、保健医療、知識に関連した
４つの研究報告が行われた。コメンテーターとしては、
セッション１７ 「農業・農村開発」 
座長：池上 甲一（近畿大学） 
セッション１８ 「知識と人材育成」 
座長： 勝間 靖（早稲田大学） 
－ 20 － 
黒田一雄会員（早稲田大学）が参加した。もう１人のコ
メンテーターとして内田康雄会員（同志社大学）が予定
されていたが、体調不良のために欠席であった。事前に
書面でコメントを受領していたため、座長が代読した。
他の参加者は 13 人であった。 
第１報告は、後藤顕一会員（国立教育政策研究所）に
よって行われた。「持続可能な開発のための教育」を推進
するための教材と指導法の開発について、フィリピン教
員養成大学における実践ワークショップが事例として取
り上げられた。研究協力者であるフィリピン大学教授の
問題意識と枠組みを起点として理科教材のワークショッ
プが企画されたとのことだが、その妥当性はどうかとい
う質問があった。また、「持続可能な開発のための教育」
の定義が明確でない中、そのアジア版の開発を進めると
いうことについて、もう少し議論を整理してほしいとい
うコメントがあった。 
第２報告は、加藤真紀会員（科学技術政策研究所）に
よるもので、インドネシアとフィリピンの高等教育機関
における研究活動を分析した。学術論文データを用いな
がら、海外の共同研究者との共著による国際学術誌で
の出版に焦点を絞り、両国における教員サンプルを抽出
した。そして、実際に聞き取り調査を現地で行い、キャ
リアパス、研究環境、国際学術誌への投稿のインセンテ
ィブ、研究への公的支援、共同研究者との関係などを実
証的に論じた。手堅い実証研究と評価するコメントがあ
った。 
第３報告は、新関良夫会員（JICA）によって行われた
が、報告者の職場である JICA における活動の報告とも
言うべきものであった。JICA の研修事業について理解
は深まったが、他方、研修を評価するポイントとしてあ
げられた「感動的な講義」「研修生にも好評」といった研
修生の感想は客観性に欠けており、指標を使うなどして
もっと分析的に論じて頂きたいというコメントがあった。 
第４報告は、青山温子会員（名古屋大学）によるもの
で、都市部の医療施設での人材育成が村落部に対しても
長期的に効果あるかどうかを論じるものであった。カン
ボジアとバングラデシュを事例として、現地調査などに
よって収集されたデータの紹介が行われ、現場での様子
が詳しく報告された。他方、表題が「長期的効果」を謳
っているにも関わらず、何を指標として効果を測定しよ
うとしたのか分かりにくいというコメントがあった。 
 
 
 
本セッションは院生部会であり、院生から２つの報告
が行われた。一つは富田真紀会員（東京工業大学大学院）
および牟田博光先生による「生徒の学力に影響を与える
因子に関する研究―マラウェイ学力調査プロジェクトを
例にして」であった。本研究は生徒の学力に与える影響
を学校要因(教師の質等)と学校外要因(家庭環境等)に分
けて、マラウェイにおいてはどちらの影響が大きいかの
研究である。現地でのユニセフの調査と現地でのアンケ
ートとインタビュー調査を回帰分析と共分散構造分析に
よって調べ、学校要因が学力に影響を与えているとした
ものである。二つの要因は、その他の要因と相まって複
雑に生徒の学力に影響を及ぼしているのであるあら、学
校要因がどのように生徒の学力に影響を及ぼしているの
か、また家庭要因がなぜ影響がないという結果になった
のかを説明することが必要であり、そのための調査へと
進めることが重要であると思われる。 
いま一つの報告は北川智佳子会員(神戸大学大学院)に
よる「学校運営と住民参加―ウガンダの小学校を事例と
して―」で、ウガンダの小学校の学校運営協議会関係者
へのインタビューの分析である。それによると協議会の
メンバーの学校運営へのかかわりは協議会への出席でし
かなく、学校運営そのものへの関わりがないということ
である。新たに形成された学校運営協議会の役割に関す
る県の教育局や校長の認識（議題、議論の内容等）、そし
てメンバーの認識（役割や義務）が十分にできていない
ことを示している。今後この点に関する調査や協議会メ
ンバーの学校や教育への思いを聞きとることが必要と思
われる。 
本部会の二つの報告を聞き、修士課程の院生がアフリ
カで本格的なフィールド調査を行い、丁寧な分析を行っ
ていることに感慨を覚えた。これは日本の国際開発研究
の基盤が整備され、そして研究のすそ野が広がり、研究
の水準が高まっていることの表れだと感じた次第である。 
 
 
 
 
 
セッション１９（院生） 「教育と開発Ⅱ」 
座長：内海成治（お茶の水女子大学） 
－ 21 － 
支部・研究部会の活動報告 
 
関西支部報告 
 
支部長： 小川 啓一（神戸大学） 
 
関西支部では在イエメン日本大使館の山口又宏氏とジ
ョージワシントン大学のジェームス・ウイリアム氏をお
招きして第 46 回と第 47 回の研究会を開催しました。 
 
第 46 回関西支部研究会 
テーマ：「イエメンと開発－アラビストから見た一考察
－」 
講 師: 山口又宏氏 (在イエメン日本大使館参事官) 
日 時：2010 年 4 月 21 日（水）17:30-19:30 
場 所：神戸大学大学院国際協力研究科棟  
1 階大会議室 
言 語：日本語 
参加者：20 名（学会員 18 名） 
 
第 47 回関西支部研究会 
テーマ：「Development Assistance to Basic Education: 
The US Case」 
講 師: James William 准教授 
（ジョージワシントン大学） 
日 時：2010 年 7 月 7 日（水）17:30-19:30 
場 所：神戸大学大学院国際協力研究科棟  
4 階プレゼンテーションルーム 
言 語：英語 
参加者：23 名（学会員 19 名） 
7 月 12 日（月）にスーダン・ハルツーム大学のヒン
デュ・フィルミ氏をお招きして、下記の研究会を開催
しますので、ふるってご参加ください。 
 
第 48 回関西支部研究会 
テーマ：「Media Performance in Post-conflict Sudan as 
Perceived by Politicians and Opinion Leaders」 
講 師: Hind Hilmi 氏准教授 
（スーダン・ハルツーム大学） 
日 時：2010 年 7 月 12 日（月）17:00-19:00 
場 所：神戸大学大学院国際協力研究科棟  
1 階大会議室 
言 語：英語 
 
関西支部の研究会でご発表をご希望される方は、事務
局までご連絡ください。 
問い合わせ： 
関西支部事務局 小川 啓一（ogawa35@kobe-u.ac.jp) 
 
東海支部 
 
支部長： 穂坂 光彦(日本福祉大学) 
 
国際開発学会東海支部 2009－2010 年度 
５月研究会 
○講師：西川 由紀子 
（名古屋大学大学院国際開発研究科・准教授） 
○講演タイトル：現代平和構築支援の限界と課題 
○講師プロフィール：ブラッドフォード大学卒（平和学、
2004）。前職はタイ国立マヒドル大学大学院専任講師
（2006-2010）、チュラロンコン大学政治学部平和・
紛争研究センター研究員（2005-2006）。今年６月に
著書の Human Security in Southeast Asia 
（Routledge Asia Pacific Series, 
Routledge: London）が刊行。 
○講演言語：日本語 
○日 時：5 月 26 日（水）19：00-20：00 
○場 所：名古屋大学大学院国際開発研究科８階多目的
オーディトリアム 
○参加者：２２人 
 
国際開発学会東海支部 2009－2010 年度 
６月研究会 
○話題提供者：亀井 伸孝（大阪国際大学・准教授）、 
小國 和子（日本福祉大学・准教授）、ほか『支援のフ
ィールドワーク』執筆陣 
○議 題：場に動かされ、場に働きかけるわたしたち～
『支援のフィールドワーク』が目指す地平 
○共 催：国際開発学会東海支部、日本福祉大学アジア
福祉社会開発研究センター、開発ファシリテーション
＆フィールドワーク（FAFID）勉強会 
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○日 時：6 月 30 日（水）18：30～20：40 
○場 所：日本福祉大学名古屋キャンパス（鶴舞） 
南館７階 701 教室 
国際開発学会東海支部事務局（JASID-Tokai Secretariat）
連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤 かおり
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊ JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の
報告はレフリー付きです。 
＊ 支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連
絡先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊ 学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方
は、事務局までご連絡ください。東海支部の会費は
無料です。ＭＬでの情報提供などを行っています。 
 
広島支部 
 
支部長 池田 秀雄（広島大学） 
 
広島支部では、7 月に下記の要領にて研究会を予定し
ています。多くの支部会員の参加をお待ちしております。 
テーマ：学校教育開発と人的資源開発の接点について
（案） 
時 期：2010 年 7 月末 
場 所：広島大学大学院国際協力研究科 
連絡先：広島大学大学院国際協力研究科・馬場 卓也 
takuba@hiroshima-u.ac.jp 
詳細については、追ってメーリングリスト等で連絡し
ます。 
また今後も継続して本テーマについて議論を深めてい
きたいと思います。ご興味・関心のある方、提案者を引
き受けて頂ける方は、上記連絡先までご一報下さい。 
 
「島嶼社会の振興開発と内発的発展」 
部会 
主査：松島 泰勝 
第三回「島嶼社会の振興開発と内発的発展」研究部会
が、2010 年 6 月 13 日（日）の 13 時 30 分から 18 時ま
で龍谷大学深草校舎にて開催された。本研究会は、龍谷
大学社会科学研究所民際学研究会と国際開発学会「島嶼
社会の振興開発と内発的発展」研究部会との共催として
開催された。論題と発表者は次の通りである。 
⑴ 「マーシャル諸島にみる土地に根ざした自立的な暮
らし――太平洋島嶼地域は『脆弱』なのか」竹峰誠一郎
（三重大学） 
⑵ 「パラオ共和国の開発動向：内発的発展の可能性を
探りながら」三田貴（大阪大学） 
⑶ 「黒船来航と唐人墓―よそ者の役割をめぐって―」 
中村 尚司（龍谷大学）大林 稔（龍谷大学）がコメ
ントを行い、松島 泰勝（龍谷大学）が司会をした。 
 以上の報告をうけて、次のような討論が行われた。島
嶼部と異なりアフリカ等の大陸部において、土地、資源
を巡る争いを、慣習法や政府が調整できないケースと比
べて、マーシャル諸島では巧みに共有地を管理できたの
は何が要因であるのか。かえって資源が多い地域では資
源を巡り争い、汚職、買収等の「資源の呪い」という諸
問題が生じやすいが、面積が狭く資源の少ない島嶼部に
おいて、そのような争いが生じにくいのではないか。マ
ーシャル諸島の事例から、土地や資源の私有制を問い直
し、開発における脱経済、経済縮小、反成長の重要さが
明確になったといえる。他方、土地の所有関係が文書に
よって明確にされず、口頭によってなされる場合もあり、
例えば、マーシャル諸島にある米軍基地の土地を巡り慣
習法裁判所において多くの争いもみられる。 
 パラオにおける内発的発展の最大の障害は、米国から
提供される援助金・コンパクトマネーであり、それへの
財的依存状態が深まっている。米国のグアンタナモに収
容されていたウィグル人をパラオが引き受けたのも援助
金との見返りがあったといわれている。そのような中で、
現在のパラオの大統領は、米国に移住したパラオ人を U
ターンさせ、外国人在住者数（人口約 2 万人のパラオに
約 5000 人の外国人が居住）を制限し、経済の自立化を
図ろうとしている。 
閉鎖的なコミュニティにおいて「よそ者」が果たす役
割が大きい。地域出身者の U ターン者、移住者等、地域
にこだわりながらも、地域を客観的な目でみることがで
き、他の地域とつなぐことができる「よそ者」のような
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存在は、島嶼社会の内発的発展の各事例において中心的
な役割を果たしていることが多い。 
以上のような内容を中心に、15 人の方が参加して、そ
れぞれの立場から意見を交換した。 
 
「開発と障害」部会 
 
主査：森 宗也 
 
■国際開発学会「障害と開発」研究部会 第 1 回勉強会 
2010 年 5 月 15 日（土）13 時～16 時、アジア 
経済研究所研究棟 C21 会議室 
参加者: 15 名、および手話通訳者 2 名 
司会・開会あいさつ・まとめ: 森 壮也 
（アジア経済研究所） 
コメンテータ・記録: 亀井 伸孝（大阪国際大学） 
閉会あいさつ: 上野 悦子 
（日本リハビリテーション協会） 
【発表1】「女性障害者のエンパワメントの過程について: 
バングラデシュの事例から」 
金澤 真実（立命館大学大学院先端総合学術研究科 3 年） 
バングラデシュ、マイメイシン市の障害者コミュニテ
ィセンター、およびその事業のひとつである女性クラブ
に参加する人たちを事例とし、女性障害者のエンパワメ
ントの過程を明らかにした調査の報告。青年海外協力隊
員の経歴をもつ報告者が、自ら習得したベンガル語を用
いて女性障害者たちの肉声を集め、センターと女性クラ
ブが多くの女性障害者のエンパワメントに寄与している
状況を描いた。開発の事例紹介であるとともに、民族誌
的な要素を含む報告であった。フロアをまじえた質疑応
答では、以下のような議論が行われた。 
・イスラム教とヒンズー教の信者が多い同国で、キリス
ト教修道会がきっかけとなって設立されたセンターにお
いて、宗教の違いに由来する軋轢や待遇の違いなどはな
いか 
・障害者権利条約の認知は浸透しているか 
・障害者統計調査に対する、バングラデシュの人びとの
態度はどのようなものか 
・一般に、女性が一人で外出することがはばかられると
される同国で、物乞いをなりわいとする女性は、自分の
生き方についてどう思っているか 
・パキスタンでの調査経験との比較 
・障害者がモスクから閉め出されることなどに表れる、
同国の障害者観の問題 など 
【発表 2】「日本の ODA におけるキャパシティ・ディベ 
ロップメントの有効性: 女性障害者へのエン
パワーメントの視点から」 
長谷川 涼子（横浜国立大学大学院国際社会科学研究科
博士課程後期） 
近年、開発分野において「キャパシティ・ディベロッ
プメント（CD）」というコンセプトが用いられている。
報告者は、女性障害者に関する領域においてこの概念が
有効に活用されているか、具体的な事業を例示しつつ検
討した。文献研究によれば、CD は「キャパシティ・ビ
ルディング」「ケイパビリティ・アプローチ」などの先行
する諸概念と重なる部分をもちながらも、若干ニュアン
スを異にした概念として用いられる傾向にある。本報告
は、開発研究史をふまえた概念の整理という理論面での
貢献があるほか、一般女性へのアプローチや一般障害者
へのアプローチでは抜け落ちてしまう女性障害者の固有
の問題が開発事業に反映されるべきこと、ジェンダー政
策一般において障害をもつ女性の存在がはじめから考慮
に入れられるべきことなど、実践的提言の側面をあわせ
もっていた。 
フロアをまじえた質疑応答では、以下のような議論が
行われた。 
・「女性障害者の問題は、ジェンダー政策と障害政策によ
り解消できる」という見方は、再検討が必要でありなが
ら、究極的な目標としては誤りとも言えないのではない
か 
・具体的な事業の評価に関連して、その事業の未達成の
原因は CD という概念の問題ではなく、女性障害者固有
の課題が十分に把握されていないことによるのではない
か 
・実は成果は出ているものの、それが表現されにくいと
いうことではないか 
・開発事業の評価指標を設定するとき、障害をもつ人に
焦点を当てた場合と、障害をもたない人を対象とする時
とで、異なるのではないか など 
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院生部会 
 
主査：堀 佐知子 
 
■第 166 回月例研究会報告 
日 時：2010 年 5 月 1 日（土）14：45～17：10 
場 所：東京大学弥生キャンパス 
今回の月例研究会では、東京大学新領域創成科学研究
科国際協力学専攻のお二方にアフリカに関する研究発表
をして頂いた。 
① 高橋 遼 「西アフリカにおける水田開発の社会経
済的影響評価及び開発事業の持続性の検証」 
多くの西アフリカ諸国において、人口増加と都市部で
の需要の高まりから増産が喫緊の課題となっているコメ
の生産に着目し、ナイジェリア国で取り組まれている水
田開発事業を研究対象とした。ナイジェリアのナイジャ
ー州ビダ市近郊では、小型耕耘機を導入して「Sawah」
という技術を普及するプロジェクトが行われている。こ
のプロジェクトを事例として、どのような農民たちが新
技術を受け入れているのか、技術が採用される要因を明
らかにし、開発が受益者である農民に対してどのような
影響を与えたかを定量的に評価し、農民の自助努力によ
る技術の普及可能性を示すことを目的とした。研究の手
法としては、現地でのフィールド調査を基に、GIS を用
いた空間情報科学と計量経済学を組み合わせた統合的な
分析を行っている。 
調査を実行する中で、耕耘機を使えない農民が
「Sawah」の技術の一部を模写して採用しやすいように
改良して用いていることが明らかになった。高橋はこれ
を「Semi-Sawah」と呼んでいる。分析の結果、経済的
に豊かな農民ほど Sawah を採用していることが明らか
になった。Semi-Sawah に関しては、耕作者の条件より
も農地条件が影響しており、小作など比較的経済的に恵
まれない農民が採用していた。Sawah は収量及び所得を
上げるが、Semi-Sawah は収量を上げるが所得を上げる
効果は確認できなかった。農民の自助努力があれば
Sawah 普及が理論的に可能であることが分かった。今後
の課題としては、Sawah を継続させる要因を判明するこ
と、Semi-Sawah の伝播と Social Network の関係性や
稲作所得の強い決定要因を明らかにすることなどが挙げ
られた。技術の導入がコミュニティや人々の生活にどの
ような効果を与えているかなど気になる点も多くあり。
非常に興味深い研究であった。 
② 池ノ上 志門 「南アフリカの土地政策が農地利用
に与える影響」 
南アフリカでは 1994 年のアパルトヘイト崩壊以後、
白人の所有する大農場を黒人に返還・再分配する政策が
始まった。2015 年までに全農地面積の 30%を黒人に配
分することが目標とされているが、現在も制度的な不備
が指摘され、目標達成は現実的に不可能とされている。
この様な状況に着目し、リンポポ州西部の Maruleng 地
方にてインタビュー調査を行い、実際に土地の返還・再
分配された農地で何が起こっているのか、その要因は何
かを検証することを目的とした。 
調査によって、土地の再分配政策の名のもとで、譲渡
されたとされている土地も、実質的な所有権は移譲され
ていないことが分かった。つまり、作物の生産など実際
に土地を利用することはできるが、土地を売ったりする
ことはできないのである。また、譲渡された土地が広大
すぎるため効率的な管理が行われず、その農地の利用率、
総生産量は減少していることが分かった。さらに、農業
企業との連携などのあらたな取り組みが進んでいると指
摘した。 
池ノ上のフィールド調査の結果により、南アフリカに
おける土地政策の実態が明かされ、政策自体が多くの問
題をはらんでいることが明らかになり、黒人への土地の
再配分が実際に様々な困難を引き起こしていることが分
かった。ある政策の引き起こす副次的効果や土地を取り
巻く環境の多様性への適応など本質的な課題を示した研
究であった。 
○全体の様子 
参加者は 25 名を越え、学部生、院生、社会人と様々
な立場から開発に関心を持つ方々が集い、終始活発な議
論が行われた。非常に有意義な場であった。 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
以下の支部・研究部会からの報告はありませんでした。 
「国際環境協力」研究部会 
「日本の地域振興と国際協力」部会 
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第 52・53回理事会の議事録 
 
         本部事務局長 
野田 真里(中部大学) 
 
 第 52回理事会の議事録  
期 間：2010年 4月 1日～7日 
方 法：メールによる持ち回り 
【報告事項】 
1.  会員の退会について(別添資料) 
西川会長より、本部事務局にて退会届 5 名および賛助
会員 1 団体を受理したとの報告がなされた。理事会とし
てこれを了承した。 
2.  JASID-COE への応募状況について 
 野田事務局長（JASID-COE 委員長）より、9 名（若
手教員・研究者 8 名、院生 1）の応募があり、春季大会
での第 1 次審査、ショートリストによる最終審査となる
旨報告がなされた。募集にさいし協力をいただいた理事
各位に感謝の意が示された。 
【協議事項】(別添資料) 
西川会長より、常任理事会にて入会申込み 28 名（正
会員 15 名、学生会員 13 名）につき、審査の結果適正と
認められたとの説明がなされた。理事会にて協議の結果、
全員の入会が承認された。 
【別添資料】＊本部事務局にて保管 
・ 入会希望者／退会者リスト 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 第 53回理事会の議事録  
・日 時：2010 年 6 月 5 日 12：00－13：00  
・場 所：北海道大学 
・出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、磯田厚子、勝間靖、鈴
木紀、山形辰史(各常任理事)、青山温子、荒木美奈子、
青山温子、内海成治、絵所秀紀、大橋正明、黒田一雄、
斎藤千宏、佐藤寛、佐藤仁、豊田利久、藤倉良、林薫、
三好皓一、吉田恒昭(各理事) 、野田真里（理事・事務
局長）。 以上、計 23 名 
・陪席：山下哲平（第 11 回春季大会実行委員長）、事務
局。 
【第 11回春季大会実行委員長挨拶】 
議事に先立ち、北海道大学の大崎満大会委員長より挨
拶があり、北海道初の大会開催にあたり、多くの支援を
えられたことに対し、謝辞が述べられた。 
【報告事項】 
1. 第 11 回春季大会の開催について 
高橋大会組織委員長より北大には会員数が少ない等困
難な状況であったにもかかわらず、無事開催の運びとな
ったことに対し、感謝の意が表された。また、春季大会
におけるセッション数の増加（午前 9 セッション、午後
10 セッション）や会員増にともなう参加者の増加（200
名以上見込み）等への対応が必要であるとの報告がなさ
れた。 
2. 第 21 回全国大会（早稲田大学）の開催について 
高橋大会組織委員長より早稲田大学にて勝間大会実行
委員長、黒田事務局長を中心に準備が進んでおり、12 月
4 日-5 日に開催が決定したとの報告がなされた。また、
大会時に学会 20 周年記念シンポジウム等の行事を行う
との報告がなされた。 
3. 第 12 回春季大会の開催について 
高橋大会組織委員長より、2011 年 6 月に埼玉大学にて
開催で調整中との報告がなされた。 
４．第 22 回全国大会の開催について 
高橋大会組織委員長より、2011 年 11 月下旬に名古屋
大学での開催が決定し、大坪滋会員を委員長に実行委員
会が立ち上がったことが報告され、了承された。 
５．第 13 回春季大会および第 23 回全国大会の開催につ
いて 
高橋大会組織委員長より、2012 年 6 月に横浜国立大
学にて開催で調整中との報告がなされた。また、第 23
回全国大会の開催校の候補につき、推薦依頼がなされた。 
６．20 周年記念事業について 
下村副会長（20 周年記念特別委員会委員長）より以下
の通り報告がなされた。 
6-1.「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シンポジ
ウム」事業について 
12 月 5 日に「開発を問い直す」コンセプトでシンポジ
ウムを開催する。 
6-2. 「若手研究者の国際交流・人材育成支援」
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（JASID-COE）事業について 
・9 件の応募があり、１件辞退のため、8 件について本
日１次審査を行い、2-3 名に絞り込んだうえ、10 月 9 日
に第 2 次審査を行い、受賞者を決定、次回総会にて報告
する。 
6-3.「国際開発学会 20 年記念誌」事業について(資料①) 
予定より原稿の回収率が良かったため、15 万字とする。
また、会員も増えていることから印刷部数を 2500 部に
増やす。予算については現在、改めて見積もりを依頼中。
学会員以外への販売も想定して、タイトルや価格を検討
中。 
6-4.「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査のあ
り方を問い直す」事業について 
・アンケート等の調査に入った。次回全国大会の企画セ
ッションにて成果を報告する。 
6-5. 英文図書刊行について 
1 章を除いて、原稿は揃っている。20 周年記念大会に
は間に合わないかもしれない。 
7. 大会予算の増額について 
高橋大会組織委員長より、近年の春季大会の充実・拡
大にともない、全国大会予算の半分程度の予算が必要で
あり、第 11 回大会の会計報告をみて、あらためて提案
したいとの報告があった。 
8. 選挙管理委員会の設置および日程案について(資料②) 
磯田選挙管理委員長より、以下の報告がなされた。①
現役員の任期満了にともない、選挙管理委員会を設置し
た、②来年 3 月に郵送にて投票依頼を行いたい。 
9. 会務執行要領の更新について(資料③) 
野田事務局長より、第20回総会、第50～52回理事会、
第 91～93 回常任理事会の決定事項を反映し更新がなさ
れたことについて報告があった。 
10. 海外在住会員へのニューズレターおよび大会案内等
の送付について(資料③) 
野田事務局長より、第 93 回常任理事会の決定に基づ
き、次の報告がなされた。①海外在住会員へ NL 及び大
会案内の送付について。コスト削減や、他学会のやり方
を考慮し、今後は電子ファイルで送付する。但し、ジャ
ーナルに関しては現物を送付する。②住所不明の郵送物
の扱いについて。住所不明等で不達となった郵便物につ
いては、本部事務局で 3 カ月間保管し、本人より請求が
あった場合のみ、再送する（住所変更は自己申告のため）。 
11. 退会について（資料④） 
野田事務局長より、7 名の会員から退会の申し出があ
ったとの報告があり、了承された。 
12. 韓国国際開発協力学会（KAIDEC）との交流につい 
て 
山形国際交流・渉外委員長より、今後 KAIDEC の学
術大会へ JASID 会員が招聘される場合の選考基準に関
する国際交流・渉外委員会の内規をもうけ、常任理事会
で承認されたとの報告がなされた。 
13. Society for International Development(SID)につ
いて 
山形国際交流・渉外委員長より、SID から affiliate 
member の勧誘のレターが届いたが、過去の経緯も踏ま
えつつ、関係の再構築について検討しているとの報告が
なされた。 
13.斎藤優名誉会員のご逝去について 
西川会長より、4 月 29 日に斎藤優名誉会員が逝去され、
学会長として弔問を行ったとの報告がなされた。 
【協議事項】 
1. 定款改訂案について（磯田常任理事）(資料⑤-1、⑤-2) 
磯田常任理事につき、定款改訂について次の説明があ
り、協議の結果、了承され、次回総会に諮ることとなっ
た。第 50 回理事会で改訂案を示して以降、次の意見が
あったので反映した。①事務局を「本部事務局」とした。
②退会の規定に「本人が死亡したとき」を追記した。③
支部の設置に関し、研究部会と同様に、理事会の議決を
経ることを明記した。 
 なお、常任理事の人数の明記につき、意見が出された
が今回は見送ることとなった。 
2. 第 20 回全国大会（立命館 APU）の会計決算について
(資料⑥) 
高橋大会組織委員長より第 20 回全国大会の会計決算
について説明があり、協議の結果、了承された。 
3．幹事の委嘱および委員の選任について(資料②、⑦) 
高橋大会組織委員長より、山下哲平会員（日本大学）
を、北大大会事務局長としての活躍を評価し、幹事に委
嘱願いたいとの提案があり、協議の結果、了承された。 
勝間広報委員長より、牧野冬生会員（早稲田大学）を、
IT 企業での経験を活かして学会ホームページの作業に
携わってもらうために幹事に委嘱願いたいとの提案があ
り、協議の結果、了承された。 
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磯田選挙管理委員長より、幹事として穂坂光彦会員(日
本福祉大学)を幹事として委嘱願いたいとの提案があり、
協議の結果、了承された。また、荒木美奈子理事、大橋
正明理事を委員に選任したとの報告がなされ、これを了
承した。 
４．ホームページのリニューアルに伴う広報委員会の予
算の増額について(資料⑦) 
勝間広報委員長より、次の説明があり、了承された。
①原稿のホームページは旧式のプログラムのため、更新
が技術的に難しくバックアップもとられていないので、
新しい簡便なソフトを使用し、リニューアルしたい。②
リニューアルには約 2 カ月、24 万円のコストがかかるが、
今年度の予備費で対応したい。③リニューアル後はバッ
クアップや定期的なメンテナンスを業務委したい（1 か
月 5000 円）。④現行のホームページについては、部会の
データだけは旧来のものにリンクをはり、それ以外につ
いては新頁に以降する。 
5．入会について(資料④) 
野田事務局長より、37 名の入会申し込みについて提案
があり、うち 3名は入会申込書の不備により保留となり、
常任理事会での審査の結果、34 名が適正と認められたと
の説明があった。協議の結果、これを了承した。 
6. 学会ロゴの制定について 
 野田事務局長より、20 周年を記念して学会ロゴを制定
し、レターヘッド・カバーレター・封筒・名刺・ホーム
ページなどに使用してはどうかとの提案がなされた。協
議の結果、以下の通り決定した。①理事会メンバーに業
者の推薦を公募、②これを踏まえて、常任理事会で業者
を選定、ロゴ案を作成してもらう、③ロゴ案につき、持
ち回り理事会に諮り、決定する。④予算は上限 10 万円
とし、本部事務局経費から支出。 
7 .学会誌投稿論文のホームページ掲載について 
理事より学会誌投稿論文を PDF 化し、ホームページ
に掲載してはどうかとの意見が述べられた。これに対し、
鈴木学会誌編集委員長より、学会誌の投稿規定の改定に
かかわることであり、現在常任理事会で検討中であると
の回答がなされた。 
8. 次回の日程等 
第 54 回理事会(持ち回り)を第 95 回常任理事会修了後
(9 月中旬)、第 55 回理事会を第 21 回全国大会時（12 月
4 日）に早稲田大学にて開催する。 
【別添資料】＊本部事務局にて保管 
①「国際開発学会 20 年記念誌」事業について 
②2011 年度国際開発学会理事選挙と選挙管理委員会に
ついて 
③会務執行要領（2010 年 6 月 5 日更新） 
④入会申込者／退会者リスト 
⑤-1 国際開発学会定款(現行) 
⑤-2 国際開発学科定款(改訂案) 
⑥国際開発学会第 20 回全国大会費用清算 
⑦第 53 回理事会・広報委員会資料 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 93・94回常任理事会の議事録 
 
        本部事務局長 
野田 真里(中部大学)  
 
 第 93回常任理事会の議事録  
日 時： 2010 年 4 月 10 日（土） 16：00～18:30 
場 所： 早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）： 西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（事務局長）、
山形辰史、勝間靖、鈴木紀（各常任理事） 
陪席： 事務局 
【報告事項】 
1.学会賞の公募について 
下村賞選考委員長より、学会賞を 5 月より公募を開始
し、4 月 15 日発行の最新ニューズレター（76 号）にも
公募のお知らせを掲載する報告がなされた。ニューズレ
ターには昨年 11 月の理事会で承認された内規が掲載さ
れること、役員からの推薦は別途お願いをすること、ま
た、理事会で反対意見が多かったため、副賞については
触れていないことが説明された。 
2．第 11 回春季大会（北海道大学）準備状況について 
高橋大会組織委員長より、報告論集の出版、保健室の
設置の検討、発表設備の検討等、準備状況についての報
告がなされた。 
3．第 21 回全国大会（早稲田大学）について 
 高橋大会組織委員長より、大会実行委員会の準備状況
－ 28 － 
および、今後の大会開催校の事務負担の軽減のため、実
行委員会の作業に関する文書やマニュアル等のフォーマ
ットを整備する等の報告があった。 
4．第 22 回全国大会（2011 年度）について 
高橋大会組織委員長より以下の報告がなされた。①第
22 回全国大会は名古屋大学にて大坪滋会員、木村宏会員
が中心となって開催予定、②春季大会の場所が未だ確定
していないので、関東の大学を中心に検討中。 
5．ニューズレターの発行について（資料①） 
勝間広報委員長より、第 76 号（Vol.21, No.2）の発行
について報告がなされた。 
6．定款改訂案に対する理事からのコメントについて 
野田事務局長より、第 50 回理事会で示した定款改訂
案につき、常任理事会メンバー以外の理事からのコメン
トは期日までに特になく、磯田常任理事とも相談の上、
必要な修正を行って次回理事会に諮りたいとの報告がな
された。 
7．学会員の専門分野等統計データの整備について（資
料②） 
野田事務局長より、20 周年記念誌の資料として、学会
員に関するデータを整備中であるとの報告がなされた。 
8．歴代役員および大会に関するデータ整備について 
野田事務局長より、20 周年記念誌の資料として、本学
会にかんするデータを整備中であり、過去のニューズレ
ター等の文献資料だけでは限界があるので、本部事務局
でキーパーソンにヒアリングを行う一方、情報提供もお
願いしたい旨、報告がなされた。 
9．『国際開発研究』について（資料③） 
鈴木学会誌編集委員長より、『国際開発研究』第 19 巻
2 号特集「国際開発研究 20 年の軌跡」論文募集について、
2010 年 1 月 31 日締め切り時点で 19 本の論文構想の応
募があり、8 本を予備審査合格として 3 月 31 日に応募者
全員に通知したと報告がなされた。また、予備審査合格
論文案の題名が示され、合格者からは 6 月 30 日までに
完成原稿が届く予定であるとの説明がなされた。 
【協議事項】 
1．20 周年記念事業について 
1-1．「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シンポジ
ウム」事業について 
下村副会長（20 周年記念事業特別委員長）より、順調
に事業内容を詰めているとの説明がなされ、これを了承
した。 
1-2 ．「若手研究者の国際交流・人材育成支援」
（JASID-COE）事業の審査体制・基準等について（資
料④⑤⑥） 
下村副会長および野田事務局長（JASID‐COE 小委
員長）より、審査について以下の提案があり、協議の結
果、了承された。①JASID-COＥには 9 件の応募があっ
たが、1 件辞退があったので、現在の審査対象は 8 件に
なっている。②審査体制については 1 件につき 2 名（常
任理事または 20 周年事業特別委員会の委員と、その領
域の外部専門家）で行う。外部専門家は 1 人で 2 件の審
査を行うことが可能である。③第 1 次審査は春季大会に
て、１）ポスターセッションの発表内容および所定フォ
ームによる研究計画、２）審査員 2 名によるインタビュ
ーによって行われ、6 月 5 日（土）の審査委員会にて 3
件以内に絞り込む。④第 2 次（最終審査）は 9 月末以降
で、１）所定フォームによる研究計画、２）口頭試問（プ
レゼンテーション 15分、質疑応答 30分）によって行う。 
1-3.「国際開発学会 20 年記念誌」事業について（資料⑦） 
西川会長（20 周年記念誌編集委員長）により、国際開
発学会 20 周年記念誌について以下の通り説明があり、
協議の結果、了承された。①進捗につき、原稿もほぼ揃
い、出版社による見積もりも終わっているので、８月に
印刷・製本、９月には発送する見通しである、②出版部
数につき、当初 2,000 部を予定していたが、会員以外の
方にも読んで頂けるよう、2,500 部ほどになる。 
1-4.「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査のあ
り方を問い直す」事業 
下村副会長より、平山幹事を中心に学会員を対象とし
たアンケート調査をすることが進んでおり、12 月の全国
大会でセッションを設けて、結果をフィードバックする
予定であることが説明され、協議の結果、これを了承し
た。 
最後に、西川会長より、20 周年記念事業に関しては、本
年度のみならず来年度にかけて 2 年間行うことも検討す
べきとの提案がなされ、下村副会長、野田事務局長等と
も相談し、検討することとなった。 
1-5．英文図書刊行について 
西川会長より、3 月中に刊行予定であったが、諸般の
事情により遅延しているとの説明がなされ、これを了承
した。 
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2．リポジトリについて（資料⑧） 
鈴木学会誌編集委員長より、学会誌編集委員会が前回
の常任理事会以後開催されていないため、案が提示でき
ないので、次回 4 月 30 日の編集委員会で検討し、第 94
回常任委員会で提案するとの説明があり、これを了承し
た。 
リポジトリに関する議論の中で出された、主な意見は
次の通りである。①学会誌掲載論文を、過去の論文を含
めて全てPDF化し、ホームページに掲載してはどうか、
②とりあえず、過去の論文の目次だけでもホームページ
に掲載してはどうか、③今後予想されるニーズとしては、
１）自分が学会誌に出した論文を他の出版物へ転載した
い、２）学会誌の電子出版化などがあるのではないか。 
3．学会発表における行動規範(code of conduct)および学
正会員の発表資格について（資料⑨） 
高橋大会組織委員長より、今まで発表者の行動規範に
関する明文化された規定が存在しなかったため、国際開
発学会大会（全国大会・春季大会）の運営に関する内規
および規則第一案の提案があり、継続審議となった。次
回常任理事会にて、内規・規則を再検討したものを再度
正式提案のうえ協議することとなった。 
また、学正会員の発表資格につき、大学院修士課程に
相当する学年の学部生（医学部、歯学部、獣医学部など
の 5 年生、6 年生）の研究報告については、大学院生の
報告と同様に、指導教員の推薦があり、学会での議論に
たえられる水準であることが保証されている場合に限り、
認めることが了承された。 
4．第 20 回全国大会（立命館 APU）の会計決算につい
て（資料⑩） 
高橋大会組織委員長より、第 20 回全国大会の会計決
算が提案され、協議の結果、適正と認め、理事会に諮る
こととなった。 
5．今後の韓国国際開発・協力学会（KAIDEC）との交
流・協力のあり方について（資料⑪） 
山形国際交流・渉外委員長より、韓国国際開発、協力
学会との交流・協力のあり方についての内規案が提案さ
れた。検討の結果、次回常任理事会にて再度正式提案の
うえ協議することとなった。 
6．東アジア地域への交流拡大について（資料⑫） 
西川会長より、本学会の国際展開について、東アジア
へ交流を拡大して行きたいという意見がだされた。その
足がかりとして、第 21 回大会特別セッション「東アジ
アにおける開発と女性」を開催し、中国より女性学会創
立者である李小江教授、韓国より KAIDEC 常務理事の
金恩美教授、チュラロンコーン大学の Chantana 
Wun’gaeo 教授をパネリストにお招きし、司会・コメン
トを田中由美子会員にお願いすること等の説明がなされ、
協議の結果、これを了承した。 
7．東京日仏会館からの開発関連セミナー共催について
（資料⑬） 
西川会長より、東京日仏会館の開発関連セミナーとの
共催の意義につき、以下のように説明がなされた。①大
会のポストシンポジウムとして大会のプログラムの充実
化をはかるものである、②ヨーロッパのポスト成長論を
通して開発問題を南北双方で考え、さらに日本の開発を
グローバルな視点で考える場を提供するものである。協
議の結果、その意義を認め、共催することを了承した。
また、費用負担は来年度予算として提案することが了承
された。 
8．広報委員会について（資料①） 
8-1. 新幹事候補者の推薦について 
 勝間広報委員長より、IT に詳しい牧野冬生会員（早稲
田大学アジア太平洋研究センター助手）を幹事候補者と
して次の理事会に推薦したいという提案がなされ、協議
の結果、了承された。 
8-2. HP のリニューアルについて 
勝間広報委員長より、以下の提案があり、協議の結果
了承された。①現在のホームページは技術的な問題でコ
ンテンツの更新が困難なので、新たな WEB に変更して
使いやすいようにリニューアルしたい、②現行のホーム
ページはアーカイブとして保存しておく、③コストにつ
いては、24 万円ほどかかり、作業に 2 か月ほどかかる、
また、基本的な維持管理とバックアップには年間 6 万円
ほど必要、④ホームページのリニューアルにむけてワー
キンググループを設置したい。  
8-3. 海外在住会員へのニュースレターの電子媒体によ
る送付について 
野田事務局長より、海外在住の会員に対しては、住所
不明になっている方が非常に多くコスト的に非効率なの
で、ニューズレターを PDF 化して送付してはどうかと
いう提案がされ、協議の結果、これを了承した。また、
理事会にも報告することとなった。 
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9．外務省「ＯＤＡのあり方に関する検討」について（資
料⑭） 
野田事務局長により、現在、新政権の下で ODA の見
直しが行われており、外務省「ODA のあり方に関する
検討」の中の『多様な関係者との対話の促進→経済界、
ＮＧＯ、学界、言論界等のあらゆる関係者が参加する対
話の枠組み』という点に鑑み、本学会としても「行動す
る学会」として、何らかの貢献をするべきではないか、
という提案があった。 
協議の結果、以下のような意見が出された。外務省と
の関係については、次の 3 つのレベルが想定される、す
なわち①組織間で公式に関係を持つ、②学会のなかで関
係者を招いて議論の場をもつ（例：ＯＤＡ部会を作る、
大会でセッションを設ける）、③会員が個々の活動におい
て関係する、である。かつて本学会のおいては、外務省
の経済協力局長に顧問をお願いする等①の関係も見られ
たが、当座は②のレベルの取り組みからはじめるのが良
いのではないか。 
10. 入会審査について（資料⑮） 
野田事務局長より、29 名の入会申し込みについて提案
があり、審査の結果、うち 1 名は入会申込書の不備によ
り保留、のこり 28 名について審査の結果、適正と認め
られ、理事会に諮ることとなった。 
11．退会について（資料⑮） 
野田事務局長より、6 名の退会届を受理したとの報告
があり、常任理事会としてこれを了承し、理事会に報告
することとなった。 
12．大会組織委員会の新幹事候補者の推薦について 
高橋大会組織委員長より、山下哲平会員を、第 11 回
春季大会事務局長としての実績に鑑み、大会組織委員会
幹事候補者として推薦したいとの提案がなされ、協議の
結果、これを了承し、理事会に提案することとなった。 
13．次回日程 
第 94 回常任理事会を 2010 年 6 月 4 日（金）に北海道
大学にて開催することとなった。 
【別添資料】 ＊事務局で保管 
①広報委員会より 
②学会員の専門分野等統計データの整備について 
③『国際開発研究』第 19 巻 2 号特集「国際開発研究 20
年の軌跡」論文募集について 
④JASID-COE 応募者および審査ワーキンググループ 
⑤JASID-COE 小委員会「審査体制等について」 
⑥JASID-COE 審査基準（第 2 次案） 
⑦国際開発学会 20 周年記念誌 
⑧レポジトリについて 
⑨国際開発学会大会（全国大会・春季大会）の運営に関
する細則（案） 
⑩国際開発学会第 20 回全国大会費用清算 
⑪KAIDEC との交流・協力について（案） 
⑫第 21 回大会特別セッション（案）「東アジアにおける
開発と女性」 
⑬東京日仏会館との共催セミナー企画 
⑭ODA のあり方に関する検討 これまでの議論の概要 
⑮入会申し込み者および退会者について 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 第 94回常任理事会の議事録  
日 時：2010 年 6 月 4 日（金） 16：00～18:30 
場 所：北海道大学 
出席者（順不同・敬称略）： 西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事務局
長）、山形辰史、勝間靖、磯田厚子、鈴木紀（各常任理事） 
陪 席：本部事務局 
【報告事項】 
１．第 11 回春季大会(北海道大学)の開催準備状況に
ついて 
 高橋大会組織委員長より、概ね準備は順調であるが、
予定外の支出として 10 台 PC レンタル代として 20 万円
が生じたこと等が報告された。また、韓国国際協力機構
（KOICA）職員 2 名を招いての企画セッションが開催さ
れ、懇親会お招きして西川会長による紹介と両名による
ご挨拶をいただくこととなった。 
２．第 21 回全国大会（早稲田大学）の開催について 
 高橋大会組織委員長より、準備状況や開催校の自主性
を尊重しつつ、20 周年記念事業をうまく組み込んでいく
方針である等の報告があった。また、大会実行委員長の
勝間常任理事より、西川会長のご参加をえて開催校会員
による大会に向けての決起集会が開催されたこと等の報
告がなされた。 
３．第 12 回春季大会の開催について 
高橋大会組織委員長より、第 12 回春季大会について
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は埼玉大学で開会の方向で調整を進めているとの報告が
なされた。 
４．第 22 回全国大会の開催について 
高橋大会組織委員長より、第 22 回全国大会について
以下のとおり報告がなされ、了承された。①第 22 回全
国大会は名古屋大学にて開催する。②同大学院国際開発
研究科は創立 20 周年をむかえ、その記念事業の一環と
して開催する旨教授会ご承認頂いている、③実行委員会
の体制は次のとおりである。（実行委員長）大坪坪滋会員、
（副実行委員長）木村宏恒会員、長田博会員、（事務局長）
藤川清会員、（事務局長補佐）伊東早苗会員。 
５．第 13 回春季大会の開催について 
 高橋大会組織委員長より、関東地区で、第 13 回春季
大会(ないし第 23 回全国大会)をお願いできるよう調整
するとの報告がなされた。 
６．定款改訂案に対する理事からのコメントについて（資
料①②） 
 野田事務局長より、第 52 回理事会にて定款改訂案を
理事会にお示しし、コメントを求めた結果、以下の意見
が出された。検討の結果これを改訂案に反映し、理事会
および総会に諮ることとなった。①支部の設置について
も、研究部会と同様に、理事会の議決を経ることを明記
する、②学会事務局につき、他の研究部会・支部の事務
局との混同を防ぐため、「本部事務局」で表記を統一する、
③目的の「世界の開発問題に貢献」を「世界の開発課題
に貢献」とする。 
その他、以下の議論が出されたが、いずれも改訂案で
は見送りとなり、今後に委ねることとなった。①常任理
事の定員数の明示、②広報委員会の業務となっているホ
ームページにかんする独立の委員会の設置、③若手人材
育成にかんする委員会の設置。 
７．各委員会からの報告等 
7-1. 学会誌編集委員会 
 鈴木学会誌編集委員長より、現在 19 巻 1 号を編集中
であり、現在確定している掲載内容は、論文 2 本・調査
研究報告 3 本・書評 1 本の計 6 本である、との報告がな
された。 
7-2. 国際交流・渉外委員会 
山形国際交流・渉外委員長より、次の 2 点につき報告
があった。SID (Society for International Development)
について。Affiliate member への勧誘がなされ、現在、
詳細について確認中である。これを踏まえて、以前本学
会は SID の Affiliate member であったが、諸事情によ
り脱退した経緯もあり、以前のように「傘下に入る」形
ではなく、対等な関係であれば、affiliate member にな
ることも検討してよいのではないか等の意見が出され、
引き続き検討することとなった。また、韓国国際開発・
協力学会（KAIDEC）との交流の現状について、報告が
なされた。 
7-3.広報委員会 
勝間広報委員長より、以下の 2 点について報告がなさ
れた。①ニューズレター76 号を 4 月発行、77 号は 7 月
発行予定。「顔の見える常任理事会」ということで、挨拶
文を未執筆の鈴木常任理事、磯田常任理事、勝俣常任理
事、野田事務局長等に依頼したい、②より更新の容易で
機動的な新ホームページについても検討作業を始めてい
る。 
7-4. 賞選考委員会 
下村賞選考委員長より、学会賞の募集が始まり、現時
点で 5 件の応募があったとの報告がなされた。 
【協議事項】 
1. 20 周年記念事業について 
1-1. 「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シンポジ
ウム」事業について（資料③） 
下村副会長（20 周年記念事業特別委員会委員長）より、
以下の通り説明があり、了承された。①20 周年記念シン
ポは 12 月 5 日午前「開発を考え直す」(仮)というコンセ
プトで行う、②発表者はで、3 名を予定しており、スピ
ヴァック氏（コロンビア大学）にはポストコロニアリズ
ムの観点から、ハミルトン氏（オーストラリア）には公
的倫理・脱成長の視点から報告をいただく。三番目の発
表者（学会員を予定）司会者については今後検討。 
1-2. 「若手研究者の国際交流・人材育成支援」
（JASID-COE）事業について（資料④⑤⑥） 
野田事務局長（JASID-COE 小委員長）より、資料に
もとづき審査方法等につき説明がなされ、了承された。
また、第 2 次審査を 10 月 16 日（土）15 時～18 時に早
稲田大学にて行うことが決定された。 
1-3. 「国際開発学会 20 周年記念誌」事業について（資
料⑦） 
西川会長（20 周年記念誌編集委員会小委員長）より以
下の通り説明があり、了承された。①原稿はほぼ揃い、
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データを出版社に渡しつつある、②予算につき、原稿の
回収率が予想以上によく 15 万字としたこと、会員が毎
年約 100 人増加していること等を鑑み、発行部数 2,500
部、2,000 部買い取りとし、送料も含めて改めて見積も
りを依頼中である、➂販売価格については、ネット販売
等も想定し 1,500 円程度で検討中。④タイトルにつき、
学会員以外の読者も想定して、より普遍的なものとし、
「国際開発学会 20 周年のあゆみ」は、副題にするべき
という提案があり、了承された。 
1-4. 「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査のあ
り方を問い直す」事業について 
下村副会長より以下の通り説明があり、了承された。
①会員を対象にアンケートやフォーカスグループディス
カッションを行う、②結果を 12 月の特別セッションに
て報告する。 
1-5. 英文図書刊行について 
下村副会長より、未完成の一章が揃い次第、出版社と
相談し来年度の刊行を目指すとの説明があり、了承され
た。 
２．リポジトリ等について（資料⑧） 
鈴木学会誌編集委員長より、資料にもとづいて提案が
あり、以下の通り決定した。①会員が国際開発研究に掲
載された論文を所属する機関のリポジトリに再録する手
続きを以下に定める。学会誌投稿規程第 4 項を以下の通
り修正する。「掲載された文章の著作権は、国際開発学会
に在るものとする。著者は奥付の発行から 6 ヶ月を経過
した後であれば、自分の執筆した文章を電子媒体（ウェ
ッブサイト等）に転載することが出来る。ただし、転載
にあたっては、本誌の名称と掲載された巻号、頁が明示
されるよう、誌面をそのままスキャンした電子ファイル
を用いることを要する」。②学会誌論文の電子化について。
著作権の了解を得てから PDF 化を行い、サーバーにア
ップすることが可能か、広報委員会とも相談して引き続
き検討する。③学会誌のバックナンバーについては、従
来の本部事務局保管に加え、学会誌編集委員会でも行う。 
３．学会発表における行動規範（code of conduct）につ
いて（資料⑨） 
 高橋大会組織委員長より、学会発表における会員の問
題行動(例:発表内容の申請と実際の発表の食い違い、無
断欠席等)に対して、行動規範を定めたい旨、資料に基づ
き説明がなされた。協議の結果、大筋で了承されたもの
の、コメントを踏まえて次回常任理事会にてあらためて
議論することとなった。 
４．韓国国際開発・協力学会（KAIDEC）への派遣の内
規について（資料⑩） 
 山形国際交流・渉外委員長より、「KAIDEC との学術
交流の基本的考え方、および KAIDEC 大会への派遣に
関する内規（案）」が提案された。協議の結果、以下の通
り承認された。「KAIDEC から JASID に、KAIDEC 学
術大会への招聘者推薦の依頼があり、小弊社の報告テー
マが指定された場合には、当該分野を専門とする会員（研
究部会での活動、学会誌への論文発表、大会時の報告等）
の中から、国際交流・渉外委員会が参加者を選定する。
報告テーマの指定がなく、役員等への出席依頼があった
場合には、同委員会が当該役員等と協議して派遣者を選
定する」。 
５．幹事の推薦および委員の選任について 
 高橋大会組織委員長より、山下哲平会員を大会組織委
員会の幹事として推薦したいとの提案がなされ、これを
了承し、理事会に諮ることとなった。 
勝間広報委員長より、牧野冬生会員（早稲田大学）を、
IT 企業での経験を活かして学会ホームページの作業に
携わってもらうために幹事に推薦したいとの提案があり、
協議の結果、これを了承し、理事会に諮ることとなった。 
磯田選挙管理委員長より、幹事として穂坂光彦会員(日本
福祉大学)を幹事として推薦したいとの提案があり、協議
の結果、これを了承し、理事会に諮ることとなった。ま
た、荒木美奈子理事、大橋正明理事を委員に選任したい
との提案がなされ、これを了承した。 
６．大会開催予算の増額について（資料⑪） 
 高橋大会組織委員長より、春季大会の予算について、
会員数の増加や大会の規模拡大に伴って従来の予算(50
万円)では不十分となってきたので、全国大会の半額程度
の 75 万円ほどに増額を検討したいという提案があり、
これを了承し、理事会に諮ることとなった。 
７．名誉会員等逝去の場合の学会としての対応方法につ
いて 
 西川会長より、先般逝去された斎藤優名誉会員に対し、
学会長として弔問し弔意を示したとの報告がなされた。 
野田事務局長より、名誉会員等、学会に貢献された方の
逝去の際の学会としての対応につき、明確化していただ
きたいとの提案があり、議論の結果以下の通りとなった。 
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7-1.名誉会員および現職の執行部(常任理事会メンバー)
が逝去した場合の学会としての対応について 
①学会ニューズレターへ訃報の掲載、②葬儀にさいし
献花および弔電を行う(次年度より予算措置をとる)、た
だし香典等は出さない。 
7-2.学会員死亡による会員資格の喪失について 
現行定款では、会員が死亡しても、家族による退会届
が提出されなければ退会処理を行えないため、未だに会
員扱いになっている故人がいることが問題としてあげら
れた。協議の結果、定款改訂(報告事項 6 参照)に際し、
第 7 条の入退会について、会員資格を失う理由の 4 項と
して「本人が死亡したとき」を案として追加することと
なった。 
８．学会ロゴの制定について 
 野田事務局長より、20 周年を記念して学会ロゴを制定
し、レターヘッド・カバーレター・封筒・名刺・ホーム
ページなどに使用してはどうかとの提案がなされた。協
議の結果、以下の通り決定した。①理事会メンバーに業
者の推薦を公募、②これを踏まえて、常任理事会で業者
を選定、ロゴ案を作成してもらう、③ロゴ案につき、持
ち回り理事会に諮り、決定する。 
９．選挙管理委員会について（資料⑫） 
 磯田選挙管理委員長より、役員の任期満了に伴う選挙
管理委員会の設置について提案があり、協議の結果これ
を了承した。選挙日程について、前回は 4 月以降に投票
用紙を送付していたが、4 月は会員の移動が多く、送付
が大変であったことから、今回は 3 月中旬に送付するこ
とが報告された。 
10．入会審査について（資料⑬） 
野田事務局長より、37 名の入会申し込みについて提案
があり、3 名は入会申込書の不備により保留、審査の結
果 34名が適正と認められ、理事会に諮ることとなった。 
11．退会について 
野田事務局長より、7 名の退会届を受理したとの報告
があり、常任理事会としてこれを了承し、理事会に報告
することとなった。 
12.会費未納による退会者の再入会時の会費のあつかい
について 
 野田事務局長より、会費 3 年未納による退会処理にな
っている方より、再入会の申し立てがあった場合、未納
分の会費の扱いについて明確化していただきたいとの提
案がなされた。協議の結果、再入会のさい未納分の会費
はさかのぼってお支払い頂くこととなった。 
13．本部事務局に寄贈いただく書籍の扱いについて 
 野田事務局長より、本部事務局に寄贈される書籍の扱
いについて、明確化していただきたいとの提案がなされ
た。①本部事務局に寄贈される本については、ニューズ
レターで紹介する、②学会誌編集委員会にて検討のうえ、
学会誌に書評を掲載する。 
14．次回日程 
第 95 回常任理事会を、2010 年 9 月 17 日（金）午前
10 時より早稲田大学にて開催する。 
【別添資料一覧】 ＊本部事務局にて保管 
①国際開発学会定款 
②国際開発学会定款（改訂案） 
③2010 年全国大会イベント：20 周年記念シンポジウム
事業について 
④JASID-COE 応募者リストおよび審査 WG 
⑤JASID-COE 審査基準 
⑥JASID-COE 1 次審査結果報告フォーム 
⑦国際開発学会 20 年の歩み（まえがき、目次） 
⑧リポジトリの対応 学会誌掲載論文の電子化について 
⑨大会における会員の行動規範について 
⑩KAIDEC との学術交流の基本的考え方、及び
KAIDEC 大会への派遣に関する内規（案） 
⑪国際開発学会第 20 回全国大会費用精算について 
⑫2011 年国際開発学会理事選挙と選挙管理委員会につ
いて 
⑬入会審査について 
(参考資料) 常任理事会から理事会への提案・報告の区分
について（第 50 回理事会承認） 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
追悼 斎藤優元常任理事 
斎藤優先生を偲んで 
 
 
林 光洋（中央大学） 
 
国際開発学会の設立に尽力し、学会発足後は理事、常
任理事を務めた中央大学名誉教授、斎藤優先生が、本年
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2010年4月29日、腎不全のため77歳でご逝去されました。
斎藤先生のご冥福をお祈り申し上げますとともに、この
残念なニュースを会員の皆様にご報告いたします。 
斎藤先生は、主に技術移転、技術開発という視点から、
国際開発、国際協力の研究に取り組んでこられました。
アカデミックな世界に身を置きつつ、発展途上国の人々
の平和で豊かな暮らしを願い、国際開発や国際協力の政
策形成にも積極的に携わってきました。ここでは、私の
心に残る斎藤先生の代表的著作3冊をご紹介させて頂く
ことで、追悼のことばに代えさせて頂きたいと思います。 
まず、1冊目として、『技術移転論』（1979年、文眞
堂）をご紹介いたします。この作品は、現地調査を通じ
て、先進国、途上国の政府、大学、研究所、民間企業か
ら情報をえて、また、特に、在外研究時にスタンフォー
ド大学のE. M. ロジャース教授と彼の伝播文献センター
からヒントや情報をえて、誕生しました。それまで経済
学の中ではほとんど扱われてこなかった技術の移転・伝
播メカニズムを、必要 /ニーズ（Needs）対資源
（Resources）関係仮説（N・R関係仮説）という理論的
枠組みで説明しようと試みました。その枠組みと現地調
査に基づき、先進国間の技術移転、先進国から発展途上
国への技術移転、日本の技術移転の経験について実証的
な分析を行った、全44章からなる膨大な研究成果でした。 
次の2冊目は、『技術移転論』の直後に出版された『国
づくりの適正技術：日本の国際協力の現場から』（1980
年、ダイヤモンド社）です。これは、発展途上国の技術
水準や社会・文化・制度的特徴に配慮した技術を移転す
る必要ありと説く技術協力分野の先進的な著作でした。
これら2冊は、本格的にODAを供与する段階に入った、
当時の日本の開発援助関係者、特に技術協力関係者の必
携の書となりました。 
3冊目は、開発分野を志した研究者・学習者が一度は
手にしたことがあろう『国際開発論：開発・平和・環境』
（1995年、有斐閣）です。これは、開発ニーズ（N）と
開発資源（R）の相互関係（N・R関係）を理論的な柱に
据えて、発展途上国の開発を、経済開発、社会開発、平
和推進、環境保全、技術振興等から幅広くとらえた著作
です。さまざまな分野と開発の問題を総合的・体系的に
とらえ、また、理論・政策・実務の連結性をもたせた先
駆的な作品でした。学際的アプローチを本格的に導入す
るきっかけとなった貴重な研究書といえるでしょう。 
上記著作を含む数多くの作品や学会・政府の各種委員
会に関連した活動を通じて、長い間、国際開発、国際協
力の分野の研究と政策形成を引っ張ってきて下さいまし
た。また、中央大学を中心に、学部、大学院の教育活動
で、国際開発、国際協力のマインドをもった500人前後
の人材を育成し、それらを、国際協力関連の組織・団体
から、大学・研究機関、中央・地方政府、民間企業にい
たるまでさまざまなところへ送り出して下さいました。 
このような研究・教育活動やそれらへの貢献に深く感
謝いたします。斎藤先生、ありがとうございました。故
郷香川県の高松で、心安らかな眠りにつかれますようお
祈りいたしまして追悼のことばとさせて頂きます。 
 
広報委員会より 
 
            広報委員長 勝間 靖（早稲田大学） 
 
第 93 回常任理事会で決定され、第 53 回理事会で報告
されたとおり、海外在住会員へのニューズレターおよび
大会案内等の送付については、PDF ファイルとして電子
メールで送付することになりました。理由として、転居
後の住所変更届けの遅れなどから不達となる例が多いこ
とと、郵便事情のために配送に日数がかかり過ぎる国や
地域もあることなどがあげられます。ご理解いただける
と幸いです。ニューズレターに関しましては、前号（Vol. 
21 No.2、通刊第 76 号）より、ご登録いただいているア
ドレスへ電子メールでお送りしています。 
 しかし、電子メールのアドレスの変更等のためか、海
外在住会員の何人かの方に送信できておりません。お知
り合いの海外在住会員で、2009 年 11 月発行の会員名簿
に記載されている電子メールアドレスに変更があること
をご存知の方は、広報委員会（news@jasid.org）までご
連絡をいただけますよう、ご協力のほどよろしくお願い
申し上げます。 
 なお、現在のところ、PDF ファイルとして電子メール
で送付する対象は海外在住会員のみに限定されておりま
す。国内在住会員につきましては、常任理事会の決定に
より、これまでどおり、紙媒体での配送のみとなってい
ることをご理解ください。 
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入退会員のお知らせと 
会員数動向 
 
 
            本部事務局長  
野田 真里(中部大学) 
 
【入会】（順不同・敬称略） 
（正会員－15 名） 
大槻恒裕(大阪大学大学院国際公共政策研究科)、川西和
夫(フリーランス)、後藤顕一(国立教育政策研究所)、上村
英明(恵泉女学園大学)、澁谷和朗(外務省国際協力局国別
開発協力第三課)、持田智男(OPMAC 株式会社)、市川守
弘(市川守弘法律事務所)、村野正景(九州大学大学院人文
科学研究院)、清原剛(国際協力機構)、大杉卓三(九州大学
大学院比較社会文化研究所)、大迫正弘(有限会社ネフカ)、
池上甲一(近畿大学農学部)、山中康裕(北海道大学)、ラブ
シャーノブ・マリク(Center for Corporate Governance)、
Howard. P. LEHMAN (University of Utah) 
（学生会員－13 名） 
笠原怜子（横浜国立大学大学院）、鈴木あや（名古屋大学
大学院国際開発研究科）、ホセイン・アブドゥル・モハン
メド・モクタル（立命館アジア太平洋大学大学院）、ジー
ト バハドル・サプコタ（早稲田大学アジア太平洋研究
科）、岩島 史（京都大学）、小川真由（東京大学大学院）、
小川京子（京都大学大学院農学研究科）、プラミラ・ネウ
パネ（早稲田大学アジア太平洋研究科）、亀田真澄（東京
大学大学院）、池之上志門（東京大学大学院）、アスラ・
フィルジアニタ（明治学院大学国際学研究科）、アレハン
ドラ・ゴンザレズ（名古屋大学大学院国際開発研究科）、
目黒紀夫（東京大学大学院農学生命科学研究科） 
＊以上、28 名（正会員 15 名、学生会員 13 名）を第
52 回理事会（持ち回り）にて承認。 
（正会員－18 名） 
宮崎健史(翔中学高等学校)、平木隆之(東海大学国際文化
学部)、前川一郎(創価大学文学部)、河合博司(酪農学園環
境システム学部)、田中志郎(㈱パデコ)、佐々木啓介(東洋
大学経済学部)、上野修平(OECD 日本政府代表部)、西川
由紀子(名古屋大学大学院国際開発研究科)、中野智
(JICA)、大安喜一(UNESCO Dhaka Office)、室谷龍太
郎(JICA 研究所／東京大学大学院総合文化研究所)、岡山
朋子(名城大学 学長室)、朝岡浩美(国際協力機構)、越田
清和(さっぽろ自由学校「遊」)、片山浩樹(独立行政法人 
国際協力機構（JICA)）、王智弘(JICA 研究所)、和気邦
夫(関西学院大学)、織田雪世(国際協力機構) 
（学生会員－16 名） 
大橋亜由美（名古屋大学大学院医学系研究科）、関口定子
（東洋大学）、日下部尚徳（大阪大学大学院人間科学研究
科）、寺西たから（東京大学大学院新領域創成科学研究科）、
平山雄大（早稲田大学大学院）、矢部雄彦（放送大学大学
院文化科学研究所）、洪伊瑩（早稲田大学大学院アジア太
平洋研究科）、許 真（桜美林大学大学院）、石井梨紗子
（マンチェスター大学）、パンティタ ・ータンワッタナ（立
命館大学大学院政策科学研究科）、ワランカナー・コキア
ットピタック（立命館大学大学院政策科学研究科）、杉山
瑞穂（大阪大学大学院人間科学研究科）、一栁智子（名古
屋大学大学院国際開発研究科）、佐藤友治（高崎経済大学）、
梅本優香里（日本福祉大学大学院国際社会開発研究科）、
宇都宮マツヨ（神戸大学大学院国際協力研究科） 
＊以上、34 名（正会員 18 名、学生会員 16 名）を、
第 53 回理事会にて承認。 
 
【退会】＊順不同・敬称略 
・梅田能宏、小野茂、藤崎昇、小島さくら、吉村貴幸、
（財）国際協力推進協会（賛助会員） 
＊以上、5 名（正会員 4 名、学生会員 1 名）および賛
助会員 1 件の退会を、第 52 回理事会（持ち回り）にて
承認。 
・ 佐藤優、高木桂一、栗林世、毛利良一、大塚敬介、
吉田曜子、根本（渡邊）由香里 
＊以上、7 名（正会員 6 名、学生会員 1 名）の退会を、
第 53 回理事会にて承認。 
 
【会員数動向】＊2010 年 6 月 30 日現在 
会員数 1,831名（正会員 1,456 名、学生会員 375名） 
 
以上 
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